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第一次日米知事合同会議概要（第一日）

一ミ　当日の準備及び歓迎状況

　　日米交渉史の一頁緬る歴史的な第一次．日米知事誉同会議

は、予定通則月六日鰯か品・この日は天気晴朗κして

　緑風爽適であつた。

　米国知事一行は、日程通り午前8時†0分宿舎帝国ホテルを

　出発し、警視庁白バイ唖衛されながら同2・分都道府県会

　館に到着した。

　当日都道府県会館は、玄関バル・一に日米両国旗を掲揚い

　「米国知事一行歓迎の晒L・・ME雌・エ・AN・・V㎜゜RSの看板を

　掲げ敬意を表していた．又玄眺は全国知事会鍋脹肝幹

　部及び都道府県東詩務所長等多数纏　‖し・手に手に日米両

　国旗を打ち振つて万歳を高唱しながら一行の到着を迎えた・

　米国知事一行は、直ち鷹階の矢時控室に案内され・東会長・

　を始め副会長である内山神奈川県知事・小野和歌山県知事・

　安孫子山形県知事の出迎えを受けて着席した・この郭は池

　田総理大臥安井自治大臣並にラィシヤ・一駐日米国大使も

　同席された．約＋分紗縦され六階の開会式場に移行され

　　た。

ニミ日　　程

　　（別紙日程の通乳進行された。）

　　　　　　　　　　　　＿1一
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　　　　　　日米知事合同会議日程

矛1日　4月6日（金）

　一一　開　会　式　　　　8．40（都道府県会館6階中会議室）

　　t　日米参加者及び来賓入場

　　2　日米両国国歌演奏　　　（東京消防庁音楽隊奏楽）

　　5　仮議長開会宜言

　　4　総理大臣祝辞

　　5．　駐日合衆国大使あいさつ

　　6　日本側知事会会長あいさつ

　　z　合衆国側知事会会長あピさつ

　　a　日米両国知事の紹介　　（日米両国知事会事務局長）

　　9　仮議長閉会あいさつ

　二　休　　憩　　　（この間会議場に一同移行する）

　三　会　　議　　　　　　940（都道府県会館6階大会議室）

　　t　会　議　手続

　　　θ　議長選任

　　　㊥　議長就任あいさつ

　　　8　経過報告

　　　　　議題の採択

　　　　A　府県行政の機構及び運営について

　　　　B　地域経済格差について

　　2．　　討　　　　　　　諺…　　　　　　　　1　〔L　O　O

　　　　　議題　　「府県行政の機構及び運営について」

　　　　　　A　報告者“米国側代表



　　5

才2日

　　t

　　2．

　　5

　　　　　　　　　日本側代表　（愛知県知事）

　　　B　意見発表　日　本　側

　　　　　　　　　米　国　側

　会議終了　　　　1t50

　4月10日（火）1α00（箱根観光ホテル）

再開宜言

二　共同声明

1．

2．

3．

三　会議終了

四　閉会式

t

2．

5

地元知事あいさつ　　　・神奈川県知事

議長推薦

討　　議

　議　題「地域経済格差について」

　　A　報告者　日本側代表　（秋田県知箏）

　　　　　　　　米国側代表

　　B　意見発表　米　　国　　側

　　　　　　　　日　本　側

　　　　　　　　11．20

提案理由の説明

意見発表

採　　択

　　　　　　　　　11．55

　　　　　　　　　1t55

米国側知事代表あいさっ

日本側知事代表あいさっ

議長閉会あいさつ

　　　　　　　　　　　　　　　　　以 上



　　　開　会式

　　　　（1）午蕾8時35分日太側鰻ζ藩旛・∫バ3繕1鴻瓢‘1消

　　．．　防庁音栄隊歓迎マーチ多漣Oう主遍・池田総珪大庄2耕

　　　　　自治大臣並びにライシヤワー駐日米国大使・米国州知事一

　　　　　行が入場さ☆た。

　　　　（2｝　出席者一同起立し、日米両国国歌が厳粛に演奏された。

　　　　㈲　開会宣言

　　　　　　まず宮内事務局長から「開会式運営のため、米国知事会の

‘　　　　　申合せκより日本の神奈川県知事に仮議長を澄願いするこ

　　　　　　とに決まつた」旨の発言あり。

　　　　　　これκよ力神奈川県知事仮議長の席げつき、就任挨拶を

　　　　　行ない、引続き日米知事合同会議の開会式を宣言した“

　　　　ω　池田総理大臣の祝辞（別紙の通り）
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」

　　　　　　第個日米知事合同会議開式場における
　　　　　　　　　　　　　　　　↓
　　　　　　総理大臣挨拶

　　　　　　　（4月6日午前8時40分於麺道府県会館）

　本日ここに日米知事相亙間の第1陣として・ペンシルベニヤ州

知事ロ［レンス氏ほか6州の知事の皆様方をおむかえし、第1回

日米知事合同会議が．開催されるにあたり、日本政府を代表して、

親しく祝意を表する機会を得ましたことは、私の最もよろこびと

するところでございます。

　今日、日米両国が、自由主義を信条をする民主主義国家として、

緊密なきつなにむすばれて・世界の平和に貢献しつつそれぞれ自

国の発展を勧て鋤ますことひまこと・ζご同慶に嬬ないと

ころでありますが、このことは、また両国の地方自治の確立と発

展に負うところが多大であることも・いまさら申しあげるまでも

ありません。

　もとより、アメリカ合衆国の州とわが国の都道府県との間には、

色々な点で相違するところがあるのは、両国の地理、歴史等から

みて当然でありましようが、自治、民主の精神に蛤いて相通ずる

ものがあ夕ます以上、両国の知事の皆様方が一堂に会し、お互い

に胸襟をひらいて意見を交換されることは・大変有意義なことで

あると信ずるものであります。　　　　　　　　　’

　この意味で、このたびの会議が大きな成果をおさめられますζ

とを、心から絨口する次第でございます．と同時に・知事の皆

様方相互σ今後の親いぴつきあいを通じて・各倖が単に地加

治の問題だけでなく、両国の経済や文化が繁栄向上してゆくため
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の理解と協力についても、一一段と緊密に話しあわれる機会をもた

れることを特に希望してやみません。

　わたくしは、昨年米国を訪問して、ケネディ大統領をはじめ要

路の方々に直接お目にかかり、隔意のない意見を交換して大変得

るところがございました。時にハワイにおきましては、全米知事

会議の晩さん会にお招きいだだきまして・各州知事の各位と親し

くお会いする機会を得ました。その折の友情に富んだおもてなし

にあずかつたことを想い起し、いまも深く感謝いたしておる次第

でございます。はるばる太平洋をわたつておいでになりました米

国の州知事の皆様方におかれましては、これからお訪ねいだだき

ます地方公共団体において、都市といわず農村といわず・それら

の実態をつぶさに御視察いただき、それぞれ異つだ経済、社会、

文化等の諸条件のもとに、地方自治の着実な振興と住民福祉の増

進とに真剣な努力をいたしております姿を、充分御理解いただき

たいと存じます。

　また訪ねいただく各都道府県知事の方々の、簡素ではあるかも

知れませんが、真心のこもつた友情をおうけとり頂くとともに、

各地における日本特有の風景の美や、古い歴史や文化のあとをつ

ぶさに視察下さつて、皆さまの心の奥深くに、なにがしかの忘れ

がたい記念のしるしを刻みつけて頂くζとを切にお願いしてやみ

ません。

　最後にζの企ての実現にご努力下×さつだ関係者の各位に深い敬

意を表し、今回および今後のこの日米知事合同会議の成果が、日

米両国の親善の上にいよいよ貢献することを、かさねてお折力し

て私の祝辞いたします。
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≡ミ出席者
　（1）　米国側知事

　　ベンシルヴエユア州ローレンス知事

　　コロラド州マクエコルズ知事

　　デラウエア州カーヴエル知事，

　　フロリダ州ブライアント知事

　　カンサス州アンダースン知事

　　ウエスト・ヴアージニア州バロン知事

　　ネヴアダ州ソーヤー知事

　1クライフイールド米国全国知事会事務局長
　｛

いス・イス・一フイ願

　　シルプエスタ」駐日合衆国大使館二等書記官

　｛2｝　日本側知事

中島北海道副知肇

安孫子山形県知事

塚田新潟県知事

横川栃木県知事

柴田千葉県知事

山口静岡県副知事

田谷石川県副知事

田中三重県知事

小野和歌山県知事

田部島根県知事

武市徳島県副知事

横山青森県副知事

三浦宮城県知事

東・東京都知事

岩上茨城県知事

内山神奈川県知事

西沢長野県知事

松野岐阜県知事

桂木滋賀県副知事

石破鳥取県知事

橋本山口県知事

久松愛媛県知事

　一5一

小畑秋田県知事

佐藤福島県知事

神田群馬県知事

栗原埼玉県知事

天野山梨県知事

吉田富山県知事

桑原愛知県知事

奥田奈良県知事

三木岡山県知事

金子香川県知事

溝淵高知県知事



　藤井福岡県副知事　池田佐賀県知事　　佐藤長崎県知事

　新貝大分県副知事　寺本熊本県知事　　黒木宮崎県知事

　寺園鹿児島県知事

13）　来　　賓

　　池田総理大臣

　　ライシヤワー駐日米国大使（随員ウィリアム・ケリー氏）

　　安井自治大臣

　　全国市長会会長代理　堀内富士吉田市長

（4｝　参加者

　　自治省小林事務次官．柴田官房長、児玉地方財政審議会

　　会長

　　外各省関係官

一6輪．
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（5）　ライシヤワー駐日米国大使祝辞

　　首欄下、姫閣下、米国各州知事各位ならび鯵会の紳

士、淑女諸君、首舗下封び閣僚が二晩っづきの多忙な用

務にか、わらず、本朝ここ鵬蹄下さつた事を先ず最初に

婿び軋上げます．この忙しい二晩は我樋府にとつても・

　蛯興味あることであります・私はこの第一回の日米合同知事会

　議酵加で杜ことを欣幸とすると共に・わが米国の選ばれ

　たる七大州の館を本日この会議の米側委員として・この日

　本国内で歓迎できることを非常な欣びとするものであります・

　　特にわれわれの同僚として歓迎できることは私の仕合せで

　あります。我禰国の如眠主蟻国に帥ては・外交の仕

　事は両国首脳間だけの関係、あるいは外務省間鮒の関係を

　保つと云うことから既に成長しています・外交は国民の仕事

　　と勧湘互の理解と酬層のあらゆる種類の接触は・最大

　の重要駅あります．首相閣下と大統領との昨年6月の会見

　　の際に準鮫れたところ鷹り・今冬は三ツの日米合同会議

　　が開かれました．これらの会議醒済・科学・文化且び教

　　育の鯛に亘るものでありました・この意味で今回の会議は・

　　両国政府と屹聞に催⇔繍四回の会議ともいいうるもの

　　で麩ます。品われは日本の各府県知事⇒よび米国各州

　　知翻一堂に会して、両国の間賊長しつ・ある収獲の多い

　　醐にとつて極めて重要か両国・民間の理解を拡大し・深

　　めさせられるζとを歓迎するものであります・今日諸君が・

　　これから着手せんとす鋪雑杜郭ついて・．衷心御祝い

　　　　　　　　　　　　　＿－7一



を申し述べます。御静聴を感謝します。

（6）日本側東全国知事会会長の挨拶捌紙の勧）

　　　k

・』 W一



日米知事会議開会・の挨拶

　東知事会会長
｛　　　　　　　　　　）
於都道府県会館5Z4．6
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　さきに日米両国政府の協力の下に、両国知事会の間に知事相互

訪問の議がまとまり、本日ここに米国知事会代表7州知事の御参

加を得て勺第1回日米知事合同会議を開催するにいたりましたζ

とは、日本全国知事・一同の感激に堪えないとζろであります。

　われわれは、日本が民主国家として発足した今日、その地方行

政の確立と伸展を期する上において、米国州行政の研究を進め参

考とすべきであるζとを考えていたものであります。同時にまた

米国の州知事各位が日本の発展の基盤である都道府県行政につい

ての認識を深めていただきたいとも念願していたものでありますo

　ζれがためには、両国の知事が相互訪問を行つて親しく視察し

意見を交換するζとが最上の策でありますが輪今回これが実現を

見るにいたつたζとは、誠に喜びに堪えないと亡ろであります＠

　今回の計画の実現は、・米国知事会会長パウエル知事はじめ執行

理事会関係知事ならびにクイy、ハワイ州知事及びクラィフィー

ルド事務局長の御努力の賜ものでありまして、こζに深甚な感謝

の念を捧げますと同時に⑱日米両国政府の御協力を忘れてはなら

ないと思うのであります。厚く御礼申し上げます・

　ζの機会に特に申し上げたいζとは、日本の各都道府県民の大

多数は噛米国各州民と心から信頼しあえる友人となるζとができ

ると確信して泊りますし、また、一日も早くそうありたいと希望



しているζとであります。　　　　　　・

　しかしながら・ζの希望を達成するためには、政府と政府、或

いは個人と個人の交渉ばかりでなぐ、地方行政に関与するもの相

互の間における友誼にまつもの多大であると信ずるのでありまし

て・そのためには・両国の知事相互の訪問による研究と観察が大

きい成果をもたらすものと存ずるのであります。

　この意味に拾きまして・今回の米国知事各位の御来訪は、日米

友好史上に輝やかしい一頁を飾ることとなりますとともに、両国

民相互の理解と親善を深める上に寄与するところ多大なるものが
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　、
あると確信いたします。

　ここに・私は日米知事相互訪問の重大なる意義を認めその成果

を期待するものでありますが、本日より19日まで今回の第1次

会議が皆様の御協力により最も有意義に終始して所期の成果を挙

げますよう念願して開会の御挨拶といたします。
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（7） 米国知事会会長代理挨拶

　　　　　　ベンシルヴエニア州知事　ローレンス氏

議長閣下、日本各県知事閣下ならびに同僚米各州知事各位、

先づ最初に団長たるニユー・ハンブシアー州のパウエル知事

が病気のため参会出来ず、またハワイのクイン知事も同じ理

由で来られなかつたととは、私ならびに私の同僚と共に深く

残念に思うとζろであります。

かれらは、この会議の実現κ大いに貢献したのでありました。

われわれは、本席に列して、われわれの大使が指摘したζの

一大努力すなわち、　日米二大国民間の協カー一両国外交当局

および外交団の行う各種の協カー一をはかるという線に沿つ

て努力することを光栄と存ずるものであります・我々は以前

か賊。が＿緒はつて話し合’い、それ⇔の意見の交換な

どが出来るよう’ ﾉしたなら、我・は非常にうまく共存できる

と云うことを発見することを固く信じていました・過日私が

空港で挨拶した通り、われわれは今回の訪問に対し、また日

本人をその家庭や仕事の現場において、あるいはかれらの所

属の政府の職場においてぷ一一己の職場力漬んであろうと一

見ることのできる機会に対し・一剛喘な感激と・熱意を有

するものであります．われわれは日本を去る頃には・われが’二

れ勒に相当理解を深めるであろうと思います・私は二年前

私が米国市長会議の議長であつたとき申しました・この会議

の特殊な活動性にかんがみ、われわれは世界中の都市を、市

長の役目として会合する計画を立てました。ζうした尽力を

　　　　　　　　　　　　一9r三　　　　　　　　　　　　　　　　叉



通じて、両国は国民相互間の理解を深めることができるので．

あります．私は今週の「ニユーズ・ウイーク」誌から優れた

アメリカ人である合衆国最高裁判所長官アール〔ウオレン氏

の言を引用して挨拶を終えようと思います・ウオレン長官は・

・国民として、われわれ臨個人の尊厳と権矛ぽ基いた正義に

対する情熱の外は一切誇示はしない・われわれはなκごと擁

信に基いて主張する。そしてこのような正義を通じてのみ秩

序と満足が存在しうるのである”といいました。私は米国の

代表諸君のどなたもヒの最高裁判所長官が述べられた意見に同

意されることを確信いたします。

再び私ば一一洞と共に当地の．盛大左歓待と多大の御厚遇に対し

て謝意を表し、併せて訪問を終えて離日の際には貴国の皆さ

んとは一段と深い友人となり、貴国の皆さんもわれわれのよ

りよい友人となられることを信じます。

御静聴を感謝します。

1
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｛8）　日米両国知事の紹介

　　内山仮議長、宮内事務局長を紹介し、事務局長より日本側

　知事の紹介が行なわれ、同じく米国知事会クラフイルド事務

　局長を紹介し、事務局長よ力米国側知事の紹介が行なわれた。

｛9）閉　　会

　　内山仮議長、以上をもつて日米知事合同会議の開会式が終

　了したことを宣言した。

（休 憩）

ト
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兵会　　議
　　午前9時45分、内山仮議長日米知事合同会議の開会を宣

　す。

　t　会議手続

　　　　　　　　　　　　薯　　（1）議長選任

　　　　内山仮議長より「この会議の議事運営のため、議長を

　　　選任いた‥い’㌔議長け口米知事会の申合せにより、会

　　　議開催国の知事にお願いすることに左つたので、日本全

　　　国知事会会長にお願いいたしたい」旨発言があり、全員

　　　これを了承された。

　　　　（東会長議長席に着く）

（2）　議長の就任挨拶（別紙の通り）

　　’
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　　　　　　　　　　　　　　／

　　　　　議長就任挨拶
　　　　　　　　　　　　　　　（37免6）

　御推薦によりまして、日米知事会議の議長をつとめさ

せていただきます。

　との会議は、さき程の開会式におきまして、来賓なら

びに米国知事会代表より述べられましたように、誠に有

意義な催しであると信ずるものであります。

　それ故に、私はこの会議を成功させるために、皆様の

御協力を得て、議事運営の万全を期したい所存でありま

す。

　どうぞよろしぐ御支援の程を切に拾願いいたす次オで

あカます。



（3）経過報告

　　東議長より「日米知事会相互訪問についての経過を・日縞

　米知事会の申合せにより日本の小野和歌山県知事に泊願い

　する」旨発言あり。小野和歌山県知事より経過報告が行な

　われた。　（別紙の通り）

～
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　　　　　　経　　過・報　　告

　日’米両国知事の相互訪問計画が、両国政府の協力のもとに実施

の運びとなり、このだび米国州知事各位が来日せられまして日米

知箏会議を始め、各都府県を親しく御視察せられますヒとは、ま

ことに喜びに堪えないところであります。

　この際私から簡単に今日までの経過について、御報告を申し上

げたいと存じます。

　ζの計画につきましては、日本国の東京都知事を始め、大阪府、

広島県の各知事がアメリカ合衆国を訪問いたしましだ際に、ウイ

リアム　エフ　クイン　ハワイ州．知事との間で話題とな．り、まだ、

クイン知事が日本を訪問されだときも、東京都知事とこのことに

ついて予備的なお話しあいをされだのであります．

　その後、ハワイ州知事は、東京都知事あての1961年5月24

日付書簡において、アメリカ合衆国の各州知事と日本の都道府県

知事との相互訪問について非常な熱意を持たれ、日米両国知事の

相互訪問は、両国民間の理解を深めるκ役立つことを確信すると

述ぺられるとともに、この相互訪問計画を6月25日よリハワイ

で開かれる全米州知事会議に提案したいという希望をも併せて約

束され、具体的な計画案を示されて非公式に提唱されたのであり

ましだ。

　周本国の全国知事会は、この御提案を歓迎いたし、6月15日に

に開催されだ全国知事会議に付議いたしこれを採択いたしたので

あります。直ちにその旨ハワイ州知事に御連絡をいたしますとと

もに、本計画の検討を開始いたした次第であカます．



　　“一方、アメリカ知事会におかれては、ハワイ州で開かれたアメ

　リカ合衆国オ55回全国知事会議の最終日の6月28日に、合衆

　国の各州属領及び領土と日本の都道府県との相互訪問について提

案龍れた☆の結果・両国間の思想の交流を促進し髄の諸

醐の縦畷立つとともκ・貿易・鞭及び文化を助長し舳

・世界における平和および民主主義を著しく推進するものであると

　いう主旨のもとに、この計画を承認する決議が行なわれたのであ

　ります。

　このような両国知事会議の決議に基づき、両国の知事会事務局

長は、具体的計画について意見の交換を行ない、実質的な進展を

示しつつ今日に至つた次第であります。

　今回の日米知事相互訪問計画の推進に当力両国鱒会会長及

び事務局長の御努力に対し、深甚なる敬意を表する次第でありま

す・特にこの際・矢噌会会長・・ウエヘニユー・・ンプシャニ州知

事及びクイン、ハワイ州知事の御配慮に対し心から感謝の意を表

明するとともに、クイン、ハワイ州知事が今回の訪日団一行に参

加できなかつたことを非常に残念に存ずるところであります。

　以上で御報告を終りますが、この計画が円滑だ実施せられ，、成

功裡に終始することを心から念願いたすものであります。

、



（4）議題の採択

　　東議長から、日米知事合同会議の議題として・米国側より

　「府県及び州行政の機構及び運営について」と日本側より「

地域経済格差の蹴とその均衡化について」の二つの議題が

鰭されて助、これをこの会議の鑓として採択して差支

　えないか諮られ、一同異議なく両議題の採択を了承した・

2．　討　　議

　　東会長より、第一日目の議題として「府県及び州行政の機構

　及び運営について」を供したい旨諮り、異議なく了承された。

　　次いで、下記の通り日添両国代表知事から報告が行なわれ、

またこれに対し日米両国知事よりそれぞれ意見の開陳があつた・

〆

D
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A　府県及び州行政の機構及び運営に関する報告

（1）　（フロリダ州知事　ブライリヤント氏）

　　　議長閣下ならびに知事諸君、私はここに一同が出席するこ

　　とができましたことを一言御礼申しあげます。

　　米国における州政府の組織は我が国の歴史的発展の所産であ

　　ります。もともと英帝国に反抗して一繕にやつて行かうとし

　　てきたものは13州ありました●

　　そしてかれらは、合衆国政府を組織しました。その後この政

　　府は、国民の行動、習慣ならびに最高裁判所の解釈忙よつて

　　修正されました。

　　併し、基本的には今日も160年前と少しも変らず、現在は

　　全部の州の共通の利益に奉仕するため50の州が結合してい

　　ます。

　　各州の歴史的発展に応じて公平に各州に或る種の責任を分担

　　させました。そして中央政府には外交事項と国防およびこれ

　　に類する事項をゆだねました．州政府に対しては基本的かつ

　　重要な責任が割付けられています。この中で第一にあげるの

　　は、合衆国々民の教育に対する責任であります。50州はそ

　　れぞれ独自の教育組織を有し、その徴収する税金の大部分お

　　よびわれわれの費す金の大部分は教育の分野において消費し

　　ます。・それですから米国の50州で毎年520億ドルの税収

　　があるがもその約％80億弗が教育に使われるのであります。

　　教育は数種あ段階で行なわれています。低学年は最初のf2

　　年であります．子供は普通6才で就学し、18才に達するま

　　　　　　　　　　　　　一19一
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で12年間在学す’る。～二れらは公立普通学校（Common－

P巳cユic　SchOO1）と呼ばれ、就学は実際上義務制でありま

す。或る年令以下の子供は、すぺてこれらの学校にその最

高年齢に達するか、あるいはそれぞれの学校を修了するま

で就学させられ、それが終えてから本人の希望．により2年

間、4年間、6年間あるいはさらにそれ以上単科大学で就

学します。これら単科大学は通常公立で、　ドシドシ拡大さ

れて広ますが、これは全部州立であります。州政府の第二

の主要な仕事は数州間に亘る重要道路と通，信網の設営であ

ります。この面に拾いても、われわれは年間約80億弗す

なわち税収の％に当るものを費しております。

しかしながら主要道路の建設κけ．速邦政府ルの問κ∋’な

りの協力が行方われてお・夕’ます。米国政府は、州間を通ず

る主要道路のあるものについては連邦政府に関係があるこ

とを明らかにし、それ故こうした国家利益に関係ある道路

の建設を分担するのであります。

連邦政府は費用の半額50％を負担してρる例もあります。

ある場合には、費用の90％を負担して．います。しかしな

がら道路の建設と離詞た後の維持の責任は州政府にあ

ります。

　　　　　　　　　　　　　　　　’
さらに、州政府は、州民の福祉に関する仕事をします●貧

困者、病のためあるいは老齢のため職を失つたもの、若年

のため収入が充分でない者を世話するのであります．州政

府は誰がこれらに該当するを調査し、かれらの収入をいく

　　　　　　　　　　一・20－
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らにするかを決める仕事をもやつているのであります．こ

の努力についても州政府は連邦政府から助力と費用の分担

を受けています。従つてこれは共同の事務という訳であり

ます。

つぎに、公共の医療問題があります。すなわち病気に羅っ

たものは誰でも行つて治療を受けることのできる施設の設

営であります。

その他もろもろの活動があります。例へば警察活動、法律

秩序の維持、米国法律に違反する者を収鑑する刑務所の維

持、各州および国家の各種天然資源の保存等。この中のあ

るものについては連邦政府が参与しています。ここに、諸

君忙指摘Lたいと思う今一つの面があります。それは、州

政府は、連邦政府の援助を受けて運営するだけでなく、州

政府は地方自治体に助力を与’えていることであります。地

方的なレベルの二種類の自治体すなわち、市と通常主とし

て市の周辺地域を占める郡とがあります。

州政府が、教育、主要道路、警察事務および各種の面にお

いて地方自治体に協力を与へていることはあたかも連邦政

府が州政府を援助すると同様であります。このようにして、

三種類の行政府はそれぞれの地域の住民のすべての要求を

満たす目的で協力しているのであります。従つてわれわれ

の社会、経済生活のあらゆる分野における秩序維持につい

て何れかの行政府が責任をもつている訳であります。議長

閣下、参会の各位におかれて私のこの短い講演について御
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質疑がございましたら、喜ん⇔答かたしたく存じ杜。

　（拍手）

（2）桑原愛知県知事　（別添の通り）

／

～22一



（日米知事会議196246）

府県行政の機構及び運営にっいて

報告者　愛知県知事　桑　原　幹　根



府県行政の機構及び運営
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一ミ序 論

本日は日米知事会議の席上で、わが国の府県の実態と将来の

問題につきまして、ご説明を申し上げる機会をえましたことは・

私の最も喜びとするところであります。

現行の地加治制度が発足じたのは・1947年（昭和22衿

の日本国憲法施行と、その憲法の精神にそつた地方自治法の施

行の日からであります．新しい地方自舗‖度は・アメリカの地

方自治哩の影響を受け、旧制度が中央鱗的であつたのに対

して、地方分権的であ憤た甑自治の面が画期的に拡充され

たのであります。

とこで、終戦後の新たに改革されたわが国の地方自治嵯の基

本原則について述べたいと思います。

　その才一は、唯民の権利の拡充」ということであ蝿す・

これは、住民自治の実現というごとであ持すカ‘・婦人に新た

に選挙権被選挙権が与えられ、議会の地位力§強化されました・

また執行機関たる知事や市町村長についても・住民の直接選挙

によつて選任する大統領制をとることにより・騨を通じて行

政時与するだけでなく、直舗求や住民投票など・住即直

接参政の制度が、大幅にとりいれられたので紗ます・

　その矛二は、「地方公共団体の自主臨自律性の強化」であ

パす．これは、地方公共団体になるべく多くの権能を与え・

国の関与をできるだけ少なくして自主的に処理でき・るようにす

，ること、す⇔ち、団体自治の強化ということでありますが・

　　　　　　　　　　　　　　一’1一



都道府県に市町村と同じく完全日治体としての控格を持たせた

り、また旧制度に」～・いては国の重要な事務であつた教育、誓察

消防などの事務を、地方公共団体に移譲致しました。

．そのオ三は、　「地方公共団体の行政の能率化と公正の確保」

であり．ます。これは、前に述ぺました二つの原則を実現する制

度と左りましても、そのもとに行なわれる行政が非能率であつ

たり公正を欠いたりするようになつてはならないのでありまし

て、公正の原則は、教育委員会、選挙管理委員会、監査委員な

どの各種行政委員会を多元的に設けることによつて、その実現

を図られ、能率の原則は、当初はあまり留意されなかったので、

その結果として、後になつて、地方公共団体の組織や運営の方

式について、いろいろと簡素化合理化が図られたのであります。

以上が、わが国の現行地方自治制度の根底を流れる三原則であ

ります。

次にわが国における府県と市町村との関係について述べるヒと

とします。’

　わが国の地方自治制度は、都道府県と市町村の二段階の地方

公共団体によつて構成されています。

すなわち、全国のすべての地域は、例外なく、いずれかの都道

府県に属すると同時に、いずれかの市町村に属しているのであ

ります。

都道府県は、市町村を包括する広域の地方公共団体であり、市

と町村は、いずれも住民に直結する基礎的地方公共団体であつ

’て、法律上の性格の差異はないのでありまして、その社会的実
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体上の差異に基づいてぴ順上若干の区別があるに過ぎません・

旧制度にお・ける府県ぱ国のz醜である知事が統轄する官治

雌格の強い団体であかその意味にお・いて・不完全自治体と

いわれていましたが、現行地方自治制度に工・いては、府県も市

町村も共に完全自治体としての性格をもつて工・り、府県と市町

村との間には、地方公共団体としては・上位・下位または監翻

被監督の関係はないのであります・しかしながらその機能の上

では、お・のずからそれぞれ分担がありまして・市町村は住民に

直結する難的地方公共団体として、住民に直結し雄民の身

近な事扮を担当するのに対しまして・府県は・市町村を包括す

る広域地方公共団体として、広域にわたる事務や・統一的な処

理を必’ vとする事務や、市町村に関する連縞整騒や・一般

の市町村が処理することが不適当と思われる程度の規模の鞘

などを分担して助ます．そして府県と市町村は・それぞれ分

担する事務の鯉にあたつては湘互に競合しないように・し

かも相互に協力して、住民の福祉を図る制度をとつているので

あります。

　三府県の行政組織
次に府県の行政組織について述ぺることといだしますが・こ

れについては、別途配布して鋤ますrL・・a1　G°▽θ「nmen七1n

，。P。n矛瞳地方公共団体の機関」に詳細な説明がしてあ蛙

す．府県の行政は戦後の改却よい事務の再配分をうけて・

髄綴をうけ、住民の福祉増進のための各種の社会福祉施策
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をあらたにとることによつて、これらの事胡が地方公共団体の

事務となり、このほか行政全般については専門技術的な事務処

理が要請されるようになつたのであります。

　このような理由によりまして、戦后の地方公共団体の行政組

織が拡大されたのであります。戦前におきましては、知事の補

助機構としてわずか4乃至5部の組織により行政事務を処理し

しかも行政委員会は全然なかつたのと比較いたしますと、現在

は格段の差異があるわけであります。

　旧制度におきましては、府県に配属された多数の国家公傍員

によつて地方行政の基本的事務が決定され、極めて高度の中央

集権的な行政が行われていましたが、現在はこの制度は原則と

して廃止されています。

三ミ府県の機能

　先づ機能に関連して、府県の分担する事務について簡単にふ

れてみたいと思います。

府県の分担する事務のオーは、　「広域にわだる事務」でありま

す・これは市町村の区域をこえる事務で・数市町村にわたる

のや全県的なものでありますが、とれには地方の総合開発計画

の策定、治山治水事業、産業立地条件の整備、道路、河川等の

公共施設の建設、改良工・よび維持管理などが含まれていまナ。

府県の分担する事務の牙二は「統一的な処理を必要とする事務」

であります。これは全県的ないし、全国的に同一の基準により、

統一的に処理する必要のある事務でありますが、とれは「義務
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教育その他の教育の水鞄継い「糠の管酔よび運営」・

「社舗嵯麟よび社会保麟業の基勤㈱」・「各種営

業の許可その他の規舶などがあります・

教育については、その中立性を麟するために・糠知訓ら

独立した執行機関である教育類会が管理しておい糠につ

いても調様の趣旨で、公安類会が・管理しています・

府騨分担する騒励三は・「市町村に関する連繍蛙捌

で鋤ます．これは国と市町村との間の連縮市町村の繊や

運営昧理化礪して助言澗告又は鱒を行う覇力鋤・

ま姉町欄互間⇔ける騒醒の締な関願保持させる
ための、あつせん、調停、雛などの醐力・鋤ます・これ等

の諸点は府県が国と市町村との酬的細体としての性格を示

すものであるとともち府県姉町村に対して麟的な地位に

あることを明らかにしているものであります・

府県が卵する醐の蜘は・「一般の市町村が・鯉するこ

とが不適当であると認められる程度の規模の事捌であ資す・

礁学校、詩私ろう学校・博物館・競施詩の設置パ

び管理は、その能靴経済繍点から府県柳理することにな

　つております。

四府県制度改革の問題点

次時が国の府県制麟勒醜点について述ぺさせていた

だきますむ

新しい地加治縫の形式は・終戦後口年間のいろいろ雄

　　　　　　　　　　　　　一5一



過をたどつて、ほぼ一段落した訳であります。わが国の現行地

方自治制度は、自治という観点から見ますと、他の国々の制度

と比較して遜色のないものになつています。

一レかし、この制度の実際の運用という面では、決して十分にな

され二⊆きたとはいえないのであります。これがために、府県自

治についても、将来にわたるいろいろ左困難な問題が生じてい

ます。たとえば、現在の府県の区域ぱ、明治時代から殆ど変っ

lll㌫1元誉㌫隠㍍麸1：＝lllご（

わゆる広域的行政を能率的に処理する上で妨げに左っていると

とであります。また、最近の経済の発展に伴い、富裕な府県と

貧弱な府県との財政力の格差がいよいよ顕著となりました。

このことは、全国的に統一された一定水準を保つて行なわなけ

ればならない各種の行政の実施に支障をきたして裏・ります。

このような府県自治が直面している問題の解決についての二、

三の意．見を申し述べます。

先づオーは、府県の区域の適正化についてでありますが、ζれ

については聯峰を廃止して新たに道または州を設ける案

　現在の府県制度の下に府県の合併によつて行なうという考えも

　あります。しかしながら、ただ単に人口、面積などの形式的左
’－

W準によつて画一的に整理統合することは意床が左く、地勢、

　人口などの自然的諸条件や産業、経済左どの社会的経済的諸条

♪件はもとより、風俗、習慣、住民感情なでを総合的に検討して、

　広域行政単位としての府県の機能を最も合理的能率的に、果す

　　　　　　　　　　　　一6一



レ

ことのできるような区域を考慮すべきであり、その方法も、関

係住民の十分な理解のもとに真に住民から盛り上がる熱意と’ ｦ

力とκよつて、民主的に、解決すべきであると考えます。

牙二は、国と府県と市町村の間の事傍再配分の適正化とそれに

照応する財源の配分を行なうべきだという意見であります。

国と府県と市町村の間には、自ら機能の区別があり、それに応

じで事務の配分も行わるぺきでありますが、現状は依然として

中央政府の支配を受けている面が多いのであります。このこと

は、府県の事務の80パー・セントが、国の機関委任事務である

という事実からみても、よくうかがい知ることができるのであ

りまして、これは地方公共団体の自主性、自律性の原則忙反す

るものといわなければなりません。また、地方には、中央各省

の出先行政機関も多く、行政が重複して且つ複雑になつている

面もあります。か〉る現状から考えまして、事務の再配分は、

今後十分考慮されるべき事柄であると思います。

オ三は財政面であります。府県相互間及び、市町村相互間には、

財政力の差の存することは、避けがたいことであります。これ

を調整するこめには、欠陥の多い国からのひもつきの財政援助

である国庫補助金制度は、できるだけ整理して、一般財源とし

て付与し財政力を強化して、各団体の自主性、自律性を高める

必要があると考えます。

1960年会計年度（昭和55年度）の府県の財政状況は、前

年度に引き続き好転していますが、歳入総額に対する各収入の

比率は、税収入3α9％地方交付税165％、国庫支出金294％

　　　　　　　　　　　　　　－7一



その他23．2％となつており、依然としていわゆる自主財源で

ある税収入の比率は」・さく、国庫支出金に依存する程度が高い

というのが、府培の財政の現状であります。税収入が歳入総額

の40％以上を占める府県の数は、現在5府県（大阪667％

東京65．7％、神奈州569％・兵庫450％・愛知40・0％）

であり、同じく30％以上40％未満の府県は、3府県（京都

562％、静岡360％、福岡54．7％）でありまして、その

他の府県の中には、⑪％購たないところも鋤・極めて貧1

弱な財政力しか持つてないのであります・1962年会計糎

は、今月から始まつております。

本年度の府県の税収入は、前年度に比較して・21％の増加が

見込まれていますが、本年度に和ては・特に高校生徒が急激

に増加する問題をひかえてよ・り、必ずしも楽観を許さないもの

と考えて工・ります。

以上で、私は、現行地方制度の基本原則・府県の組織及び機

能、改革の問題点を大略申し述べたのでありますが・詳細は・

御手元に配布しました「日本にお・ける地方自治の概要」を御覧い

ただければ幸せでございます。

　慈戦によつて全面的に改正され媚本国憲法のもとにエ・い℃

府県は市町村とともに、地縁的な共同体として、住民の意志に

そつた行政的機能を果してまいつたのであります・今鯉達は・

ますますこの自治の体制を確立強化し、わが国の民主政治の発

展に尽力いたす所存でございますので・何とぞよろしくご教示

の程、願岬し上げまして、私の報告を終らせていただきます・

ご静聴感謝いたします。　　　　　　以上。
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第／表 府県行政機構の戦前戦後比較表
《愛知県例）

画司

（昭和8年）

　　　課
知事官房（5）

肉務部｛只、

一学務部（4）

警察部（8）

（昭和57年）

　　　　　課　職員
　．事務局（5）（56）
　／　　参　事（5）（214）一
　　総務部（8）（t497）

　　　生部（6）（265）一

ち鷲；i；ii競一

』’

ﾉ～ _地部（5）（529）

　／労働部（4）（27・）

　　土木部（7）（1．537）

　　建築部（5）（181）

水道部（2）（り82）

＿一

事務局（5）（560＋25169）

警察本部　（8）　（ス568）

’事務局

事務局

事務局

事務局

事務局

］

一一一一

（3）

（19）

（30）

（5）

（18）

育　委　員 会 一0＋25169）
　教職員68）

公 安　委　員 会 一

3） 選挙管理委負会
一

9） 人 事　委　員 会

0） 地方労働委員会 一

5） 海区漁業調整委員会「

8） 監 査　委　員一一一

　　　　　　　　　　　　　l
　　　　　　　　　　　　　i

一収：≡亙ヨ　　：
　　　　　　　　　　　　　i

　　　　　　　　　　　　－

　　　　　　　　　　　　　｜
　　　　　　　一’一一一一｝一一〕T
　　　　　　　　　　　　　8
　　　　　　　　　　　　　：
　　　　　　　　　　　　　｜
　　　　　　　　　　　　　1
　　　　　　　　　　　　　1
　　　　　　　　　　　　　1
　　　　　　　　　　　　　↓





第2表 県の行政機関に関する調 （愛知県例）
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第3表

区　　　　　分 昭和8年 　　　　’ｺ和11年 昭和22年 昭和25年 昭和27年」 昭和28年 昭和50年 昭和55年

一　般　職　員 520，586 545，106 590，521 630，502 635，957 654．i52 69～1555 844595

都　道　府　県
　（5乞868）

@61，504
|　259082

249565 264617 265パ　0 279612 55義019
一　

@　市　　町　　村
一55蕊959

P04，664　　．←

571，540 56～1218 419925 516，715
’
＿一　一｝〔　’一　　皿　　　　一一

@警　察　職　　員

@　　　一｝一～r
@　　察　　官

　一一

V1，785

　一一一一1 ＿一一一一一．＿＿一一コ‘‥一

88．74 15～1757 †2W427
一’P一

x
一　一一一一一

@　65462

（55580）

@71，005
D－

Q72」0　1

@74725

@68．402

@在521
@－一一一一‥

@3．915
磨@　ゴ　　　ー　　　－

S2蕊255
@一一一一一一一一

W44，999

　251．140

@－　一A一一一

@53～1581

@　　⌒－

@98．845

@　　　－
@　一

@　　　一

@｛ず
@21，685
@－

U2在502
D一『一一一　＝一’一←一　－

P．55Z551

一　＿．＿＿　　　＿一　　一．　．一　　’

　91パ20
|一⇒

@　　　一
@　’“．一

@　　　一

一一一⌒一’一

@　　　一
`一A一A一

12息982 12t427
一　事　務　職　員

1－一一一一　

ﾝろ21

@　　－
T，702

9義578

Pto86
@π一一1一一一A．プー

Q6パ85

@　　－）
U85，209

1　　　∨　　　　　1－　　　18．755

｜←般職員に含む）

　　｛
ﾁ　防　　職　　員 51，091 5　W9　7　　　　　　　5　ぽ　0　8　1 5Z605

学　　校　　職　　員

　　　　一　　「｝－

T48，667

@　－一一一一｛

64ao40し

6　5　5．9　6　5　　　7　0　5，4　5　1 65～≧5701

合　　　　計 744，758
⊥ 一一，“→　　

一一挙　〉”〔一‥一一’餅一一一一1－

S19558
一一

P，406，218 1．4　1　a9　9　81，5　7　2，8　04

@　　　｛
エ6－d

｜

備　考　（1）　「都道府県」の欄中弧内の数は、都道府県に勤務する国家公務員を示す。

　　　（2）昭和50年度の「学校職員」中には、事務職貞を含み、その他の年度にあつては、事務職員を除くものを示す。





第4表 直接請求に関する調
「一

　区
　　自昭22．　5．　5
分
　　至昭25．　5．14

自昭25．　5．15
至昭26　　1　　1

自昭26．　1．　2
至昭26．12．31

t条例の制定改廃
の直接請求

　都　道”拍F県

市　　町　　村

2．監査の直接請求

　都　道府　県

市　　町　　村

5　議会の解散の直

接請求

　都道　府　県
　市　　町　　村

　市　　町　　村

4　議員の解職の直

接請求

　都　道府　県
　市　　町　　村

トー一一

∈
閂道町府

1

16件（請求書の受理されたも　な
　　　9件却下その他7件）

し

30件（請求書の受理されたもθ4件（請求書の受理されたもの

　　　19件却下その他11件）　　　4件）

　2件（請求書の受理されたも

　　　2件）
45件（請求書の受理されたも

　　　29件却下その他16件）

な　　　　　し

156件（投票を行なつたもの66

　　　件（うち解散に決した

　　　　もの46件）総辞職25
　　　件その他65件）

な　　　　　し

57件（投票を行なつたもの18

155人件（うち解職に決した
　　　　もの14件（24人）
　　　　総辞職5件（5人）そ

　　　　の他16件）

1件（請求書の受理されたもの

　　1件）

↑件（取下1件）

1件（その他1件）

12件（請求書の受理されたも　12件（請求書の受理されたも
　　　の8件却下その他4件　　　　の10件却下その他2件）

な　　　　　し

る4件（投票を行なつたもの12

　　　件（うち解散に決した

　　　もの4件）総辞職5件
　　　その他19件）

な　　　　　し

　件（辞職1件（5人）その

16人他5件）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　し

173件（T織麟留36件（馨鷲㌶躍
　　　もの41件）辞職27　　　　もの5件）辞職7件そ
　　　件その他71件）　　　　　　の他21件）

ト

な し

13件（投票を行なつたもの2
件（うち解散に決した

もの1件）総辞職5件
その他6件）

　ヘウ
　6　主要職員の解職

　の直接請求
　　都　道府　県
　　市　　町　　村

自昭2z　　t　　1
至昭3t　5．31

2件（請求書の受理されたもの

　　1件その他1件）

自昭51．　6　　1
至昭35．　5．51

成　　立　　要　　件

有

な　　　　　し
5　件（投票を行なつたもの1、

19人件（うち解職に決した
　　　もの1件（3人）その

　　　他2件）

な　　　　　し

20件（投票を行なつたもの6
　　　件（うち解職に決した

　　　もの5件）辞職2件そ
　　　の他12件）

な　　、　　し

4件（助役t収入役1．公安委員

　　　t不明1（うち成立1件）

し

し

な

な

し

し

92件 51件

25件（請求書の受理されたも

　　の16件却下そめ他9件）

な し

84件（請求書の受理されたも

　　の64件却下その他20件）

な し

72件（投票を行なつたもの21
件（うち解散に決した

もの14件）総辞職1

件その他57件）

1件（その他1件）7人
50件（投票を行なつたもの1

98人　件（うち解職に決した
　　　もの3件（8人）辞職

　　　7件（27人）その他
　　　20件）

な し

118件（投票を行なつたもの
21件（うち解職に決

したもの14件（辞職
28件（その他69件）

な　　　　　し

5件（助役2．教育委員5）

　　（成立なし）

1件（請求書の受理されたもの

　　1件）　　　　　｛
　　　　　　　　　　　　1
25件儲求書の受理されたもi

1

5　0

557件

＿一□旦已2璽甦斗＿＿＿一＿＿

1件（その他1件）
↑

59件（請求書の受理されたも

　　の54楠】下その他5件）i

5　0

一一一一一一?gー一一一一一一一…｛｛一一’

＿＿＿．．＿一＿＿＿　　　　　　　　　　　　　i所

　　　　　　　　　　　　　1

　　　　　　　　　　　　1
　　　　　　　　　　　　｜

な　　　し　　　　i　　　1

な　　　　　し
60件（投票を行なつたものパ

　　　件（うち解職に決したi

属　選　挙　区

1

　　　　　　　　　　　　　　　5
もの1蝋39パ㈱塀の同意があつた・き

辞職17件（54人）1
＿一＿＿至⊇他旦旦住1＿＿＿一．一＿一＿＿＿＿．＿＿一一一一

2件（その他2件）　　　　｛
57件（投票を行なつたもの17i

　　　件（うち解職に決した
　　　もの7件）辞職18件1
　　　その他22件）　　i

1麦職

　　　　一ユ．

　　　　1　5
解職投票一の同意があつたと
　　　　2

き失職
＿＿＿＿＿＿，＿＿＿，＿＿＿．＿．一、＿一一・一¥一

2件（その他2件）

な　　　　　し．

1

277件

絵（与以ヱ嚇で与
　　　5　　　　　　　　　4

上の同意があつたとき失職
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第5表 有権者の増加状況
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第6表 全国都道府県議会議員所属党派別一覧表

都道府県名
自　　由

ｯ主党

日　本

ﾐ会党

民　主

ﾐ会党

日　本

Y党
無所農 緒　　　　　　　会　　　　　　　派 現　員 定　　員

s北海道 52 59 1
協同党5

97 99

青’森 59 6 1 属クラブ§
49 51

岩　　手 32 革新タヲプ7‘漸属クラブ↑0、自民同廠象δ 52 52
東　　　　　北

・▼

H　　田 54 10 5 傷 清風クラブ1 50 50

富　　城

民党蹟負団50、．杜会党蹄員団7、民杜党綾負団4　　　一

55 56

山　　形 57 9 公ヱEクラブ2 48 51

福　　島 ．57 6 11 無所属クラブ5 59 61

東　　京 9 51 10 2 5 115 120

神奈川 45 14 7 県政会7 71 75

千　　葉 51 4 6 61 65

茨　　城 48 6 1 中政会7 58 61

栃　　木 41 6 5 革新クラブ2 52 55

関　　　　　　　東

埼　　玉 55 10 1 64 64

群　　馬
65 7 52 54

山　梨 54 6 新政会1 41 42

長　　野 24 19 5 県民主クラブ15 59 60

新　　潟 41 16 県政会5、県政自治会4 66 ’67

愛　　知 58 16 10 84 85

三　重 56 県政同志会10、社会クラブ6 52 52

静　　岡 50 12 1 65 69
東．海、北陸

岐　　阜 54 7 1 政クラブ 44 45

富　　山 57 7 1 1 46 46

石　川 56 1 新クラブ7 ・44 45

福　　井 55 5 1 交クラブ2 41 41

57 59．．入

京　　都

大　　阪
1

15 18 2 rl

公正会9 86 86

兵
2 公正会58　社会党議員団15　民i主社会党殻団7 82 85

近　　　　畿

奈　　良 51 5 5 4　i 41 41

和歌山
クラブ50　会　県員　6清新クラブ6 45 46

滋　　賀 50 7 5 治　　2
42 45．

広　　島 46 1 1 県民同，　7、　　　県　議貫　4 61 62

．岡　　山 40 10 4 54 55中　　　国

鳥　　取
i県会自由民主党29、杜会党県会議員団11 40 40

島　　根 51 杜会クラブ7、中正クラブ5 45 44

山　　口 20 6 1　クラブ25、民主社会クラブ5、新政クラブ1 55 54

香　　川 55 1 党譲員団10 44 44

徳　島 25 県政会9、県民クヲブ2 41 45四　　国

高　　知 50 4 4 庫新クラブ2、頻政クラプ7 42 45

愛　　媛 28 4 4 自民党同志会14、中iEクヲプ5 55 55
．　　’

．福　　岡 29 25 9 農政連盟6、新政会6、屯攻会5、公正会4 84 86

大 59 5 5 新政会5
48 49

佐　　賀 25 10 1 1 県嚢民政治連盟ブ ・44 45
九　　　　　州

三　崎 29 4 5 無所属タラブ10、新政クラブ5、ト県友会2 55 56

宮　　崎 52 4 民主クヲブ5 41 47・

熊　　本 纂・ 8 県政同志会5 58 58

鹿児島
1

自由民主党　　員団52、自　　主党県亀会同’会1 57 60

合　　　計 1，520 557 115’ 6 15 595 2，588 2，657
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B　府県及び州行政の機構及び運営に関する意見

　（1）　金子香川県知事

　　　第＿回日米購会譲帥て、香川県知事の私が御質問

　　する機会を与えられたことは、誠に光栄に存ずるものであ

　　ります。

　　　只今米国側並びに日本の知事から・都道府県及び州の行

　　政機構の運営について、要領よく報告がありましたが、今こ

　　更ながら都道府県に於ける自治とアメリヵ各州に於ける自

　　治の生立ちがお論いに異なり、その機構と行政運営に関し、

　　相違のあることを深く認識した次第であります．そヒでわ

　　が国に於ける府県の機構と行政運営について参考に致した

　　いので、米国知事各位に対しお伺いしたいと存じます。

　　　貴国においては、広域行政について如何なる事務処理態

　　勢をとつておられるか、特に共同処理を如何にしておられ

　　るのか、その現況とこれに関する御所見を承りたい。

　　　御所見を承るに先だち日本における府県の広域行政の状

　　況を簡単に申し上げると、日本においては、終戦后総合開

　　発治山、治水の見地から、或いは幹線道路の建設・新産業

　　都市の建設等の立場から、広域行政が問題となり・特に国

　　の所得倍増計画に即応する一連の施策に影響せられて・特

　　別大きくク・一ズアツプせられて参りました・各府県にお

　　いても、現実にこの広域行政について意を用いて来ている

　　のでありますが、これ等の広域行政については・府県単独

　　の意志をもつてしては実際において多くの効果をあげ得な

　　　　　　　　　　　　　一25一



い問題でありますので、関係のある周辺の府県及びその地

域を所轄している国の出先機関とが・常に密接に連絡して

広域行政として効果をあげるよう常に努力を払つておりま

す。

　従来この広域に亘る行政については、府県において、公

社の設立又は自主的な連絡会議の設置、その他の方法によ

つて処理してまいつていますが、最近における状勢からし

て、国においては国土全体の均衡のとれた発展を期する立

場から、国が直接に公団を設け、又法律によつてプロツク

単位の推進会議を設置して広域に亘る行政を行わんとする

傾向が出てまいつて論ります。

　地方自治と国政による中央統制とが、制度的にまた行政

運営上に蔚いて調和し、地方自治が尊重されながら、国家

的総合施策が適正円滑に推進されることは、私ども都道府

県に於て念願している次第であります。

　広域行政について中央集権的傾向が濃厚になつてまいり

ますと、憲法において保障されている地方自治の本旨から

考えて、いろいろ問題が起つてくる拾それがあると思うの

であります。

　広域行政について、日本の現況は簡単ながら以上の如き

ものでありますが、貴国においては・広域行政について如

何なる処理態勢をとつておられるかお伺いしたいと存じま’

す。

一24←
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㈲ペンシルヴエニア州知事・一レンス氏

　　｛香川県知事に対する意見）

　　私は大きな問題を含むデラウエア河川流域問題について・

　関係四州と連邦政府がいかに処理しているかについて説明

　いたします．デラウエア河川流域問題は・これらの地域が

　洪水で影響をうけるため、将来何年間も先を見越して水を

　管理しなければならないという問題であはす・われわれ

　は、いわゆるデラウエア河川流域協定をつくりました・

　　この協定は合衆国の国会を通過し大統領が署名した法律

　で、四州でも次の上下両院議会を実際に通過し・各州政府

　が署名したもので、かくして法律として採択されたもので

　あります。

　　各州と翻政府はこの畦に投票権をもつています・各

　州は知事がこれを代表し、連邦政府は内務長官が代表しま

　す。協定では知事と内務長官はそれぞれ部下に自分らを代

　行せしめ得る代理権をもつているのであります。われわれ

　は目下本件を評価中でありますが、これは非常に満足すべ

　　きものであることが判りました。すなわちこれによつてわ

　れわれは州の利益のみならず同時にまた連邦政府の利益を’

　　も守ることができるものであ共す・協定に関する費用は

　　連邦政府と州政府の間で分担されます・私はこれらの澗題

　　の多くがヒのような方法で解決できるものと思います・

≡25一



（5）　デラウエア州知事　カーヴェル氏

　　（香川県知事に対する意見）

　　議長閣下ならびに日本全国知事諸君、私は全米で最小の

　州のもつとも大男の知事でございます。ヒれはまあ一種の

　償いとでも申しますでしようか。さて私は合衆国内の失業

　関係の処理について一言御話しいたしたく存じます。193¶

　年または1952年には全国的な失業がありました。当時

　1、2の州は住民が離職した場合の保険法を設定しており・

　（保険料）金を徴収できましたが、これは48州中わつか

　に1、2州だけで行われたことでありました。ルーズベル

　ト大統領が、大統領に就任したとき、法律が通過し、かく

　て連邦政府の統制下に48州の全域にわたつて失業補償金

　あるいは失業保険金を受けられるようになカました。48

　州はそれぞれ州政府から任命された委員会を置き、州自体

　でこれらの法律を執行しました。

　政府は経営者よりある割合で金額を徴収し、失業を生じた

　場合雇人は州政府から失業保険金を受取ることができます。

　今では連邦政府もまた保険料の一小部分を受け取るがこれ

　は48州あるいは50州に論いても現在ある程度、これに

　見習つているのであります。

　換言すれば、連邦政府は、失業保険の実施に関しある統一

　規則を作つたのであります。所でヒれは異例の不景気の進

　展を押えたと考へられるので、我が国に対し非常によいこ

　とをしたことになるのであり孝す。私が敢て強調いたした

　　　　　　　　　　　一26一
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いことは、州自身が法律を執行し、地方の基準に従つて失

業者に対して保険料を支払つているζとであります。

しかしながら連邦政府は一定の基本的な法律を作力・各州

が失業者に対し、均等に扶助を与えるようにしております。

そして住民がヒれらの最低資金を受け取つているときでも、

この法律は失業者がある程度最低の購買を続け得ることを

保証するのであることは勿論であります。

ヒれが非常に悪性の不景気を排除する一助となつています・

故にとれは地方の州政府が連邦政府との緊密な協力で、わ

が国の経済にもつとも有用な社会的改革を倉幡したもので・

まさしくわれわれの行つたもつとも適正な施策の一例であ

ります。

）
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（4）　寺園鹿児島知事

　　御質問の機会を与えられまして、誠に光栄に存ずるもの

　であります・

　　最近、行政が高度化され、或いは専門化されてまいり、

　それに従いまして、行政機構も欠第に大きくなりつつあり

　，ます。これが総合調整なり、或いは機構の簡素化という問

　題κついてお伺いいたしたいが、先程アメリカ州知事の代

　表の報告また日本側知事の報告を聞いても分りますように、

　アメリカの州の生立ちその他と日本の府県とは大分違うの

　であ憤す．従つて、そのまま当はまらないカ・も知れませ

　んが、行政機構が非常に大きくなり、復雑になつて、それ

　を如何に調整簡素化するかという問題について・状況をお

　伺いいたします。

　　わが国κおいては、先程御報告のありました通力、．1947

　年に新しい地方自治制度が制定されて以来・従来の旧府県

　行政とは全く面目を一新したのであります。

　　われわれ府県知事も公選制度κよつてされるζとにない

　或いは出納長という制度が独立し・．またいろいろな行政機

　関が出来てまいり、ほんとうに府県行政というものが、旧

　制度にくらべまして全く変つてまいつたのであります・

　　＿面においては、民主行政の基本に従い・地方行政に関

　　する関係の法令も年年増刀・してま⑭・その数も非常に増

　　加しています。また新しい法令に基いて・新しい地方行政

　　の確立という問題もおζつて参り・法令の数も旧制度時代

　　　　　　　　　　　　一29一



にくらべますと、●そらく2倍乃至5倍κぶ達している乙と

が相像されます。

地方公務員の数につきましては・19．5．6年には8’4万

4千人でありましたが・1958年賊165万8千人と

なり、約2倍の数字に達しております。

　このことは、行政が高度化或いは専門化されますと、当

然のことだと一応思われるのでありますが、他面このよう

な状況になりますと、行政が非常に複雑なり・また機構が

煩項になつてまいるのであります。これは単に府県行政だ

けではなく、日本におきましては、中央政府κおいても同

様の状況であります。そして中央政府は・地方κ出先機関

をつく少ます。このことが、まだ地方行政の複雑さを増し

てくるものであり、或いは合理的左行政運営に支障をきた

すおそれさえ出て来ているのであります。

　かような状況でありますため、現在、行政の総合調整或

いは機構の簡素化という問題が各方面に強く要請されてい

ます。

　現在政府にふては・臨時行醐査会を設置し・機構の

簡素化、行政の調整というものを行なおとしていますパし

かし左がら、過去の事例から考え、非常に困難なことであ

ると考えられます。

　昌頭にも述ぺました通り、アメリカの州の生立ちその他

と日本の府県とは異なるところがありますカ㍉やはり地方．

行政という共通の面からいたし、かような行政の複雑化の

　　　　　　　　　　　r50ご



芦

問題或いは齢縫の問題について・事胴竃あれば轍え

願います●

（5）フ・リダ州知事プライアソト氏

　　隈児島県知事に対する意見）

　　議長閣下、私はフ・り酬のブライアント知事でありま

　す。連邦政府がその活動と影響を、州政府の全域に拡大す

　る傾向に対処ずる問題は、われわれと同様貴国においても

　共通の問題と考えられます。すべての政治機構に・きまし

　て統制κは、他の多くの機構に於ても同様と思われますが・

　殆ど例外なしに財布の紐がついて蔚ります。

　　連邦政府は所得税機構を別用し、地方政府が控え目の諸

　税（収入）レかもつていないに拘らず・‘まとんど地方政府

　を遺い出さんばかりであります。所得税は連邦政府にとつ

　てはその歳入の大きな部分を占めるものであります⇔連邦

　政府は各種・の職務の中から各州へ与へる補助金は何かを決

　定します．そこで各州は・これを私は次の様に説明します

　が、もし1順府が主要道路の建設を望むなら・連邦政府は・

　われわれの規定した基靴基づき、われわれ力津画した所

　にしたがつて建設しましよう．われわれは貴下の所要資金

　　とわれわれのとを鈎合わせましようというのであります・

　　ζれは誠に毒も害もない統制方式であるが、結果的κは連

　　邦政府が州政府に対レ特定の地域‥いて何をなすべき

　　　　　　　　　　　　一51一



＼

かを明示することと左ります。ついで連邦政府は他の範囲

に干渉の手を出します。福祉、失業補償、医療に、そして

その財政負担を与えた場合にはいつれも・その使途の末端

κ至るまでやかましく統制を加えようとします。ζの7月

にベンシルパニヤに於てローレンス知事主催の下に行なわ

れる会議の際に提議される筈でありますカ㍉われわれは連

邦政府に対し、連邦政府が州内から徴収した個人所得税の

5％を、州に割戻す要求を提出することを提議する予定で

あります。もし連邦政府が特定の州から徴収した所得税額の

5％を返却して呉れるなら、われわれはこの金をほとんど

全部教育目的に使用することに喜ろこんで同意するであガ

ましよう。わが国民の教育施設を増加する問題は、差し迫

つた現実の問題であることは、あるいはよく御存じのこと

でありましよう。われわれは連邦政府に対し、われわれの
　ミ

気の進まない学校の経営をどうして行なうかを説明して貰

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ノ●うか、又は教育用としてのみ使用する金を、この方法方

で連邦政府から返済して貰はなければならない。そうすれ

ば連邦政府の資源を利用しながら・同時κ教育機能の管理

を続けるζとができる訳であります。州としてこの種の方

法による外連邦の押付けを防ぐ現実的方法がないのであカ

ます。このような手段が全国的規模に●いて考えられてき

たζとは始めてのことであカます・私はこの一年か二年の

後、諸君との知事会議が行なわれ、その際この提案が成功

であつたζとを、報告できるζとを望み、又ζれは諸君に

　　　　　　　　　　　～32－　　　　　　　　　　　　．
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）

とつても有益であることを望むものであります。

（6）コ・ラド州知事マクニコルズ氏

　　（鹿児島県知事の質問に関連する意見）

　　私はフロリダ州知事プライアント氏の論じた題目につい

　て少し発言したいと思います。民主主義においては・歴史

　的にわれわれはあらゆる政治力が国民にあるものと理解し

　ています。そして国民は順次に州政府に対し、一定の権限

　を付与するものと考えています。そして州だけで解決し得

　ない多くの問題があるので連邦政府に対し必要なる一定の

　権限を付与するのは国民であります。私はローレンス知事

　が話された種類の計画すなわちデラウエア河計画について、

　特に言及いたします。合衆国では、多数の大河流域、多数

　の州κ跨る巨大な流域があります。

　　私はゴ6ラド河流域κ住んでいますが、そこには7州が

　含まれて込るのであります。北部地帯には大ミズリー河流

　域とコロンビヤ河流域があり、南部にはテネシー渓谷、そ

　の他多数の小流域があります。これらの流域は、その管理

　や天然資源の賢明な利用について・大きな問題をもつてい

　ます。例えばコ・ラド河流域には・デラウエア河協約のよ

　　ほ協約が砂ます・この協約は7州四り1922年に

　採択せられ、われわれは協定や条約に基づいてわれわれの

　間である取り決めを行ない、これκより河の流域は運営せ
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られ、われわれは河の天然資源、水、鉱物および農業の、開

発、その他流域内の多数の物をすぺて開発、生産すること

ヵ端来るのであります・そして・これは連邦議会で承認せ

られ各州はこの手続を是認してかります。われわれは全流

域に利益を供する7億6千万弗の綜合計画を提案していま

す。ζれは全流域に亘つて水力電気の開発、灌漉、治水●

よぴ住民の行示もたらすものであります。

これは莫大な富を産出する計画でありますが、ζれら流域

のどの州でも7億6千万弗以上を要するこうした計画を一

つとして提出できません。それはわれわれκはこれを実行

する財源も資金もないからであります。．

そζでわれわれは連邦政府から借金し、電力や水●よびζ

の事業に含まれるその他各種の物を売却して、この計画開

発のために貸付けられた金を返済したのであります。これ

によつて我々は産業、電力、雇傭を発展させ、州に貢献し

たのであります心

連邦政府はこれらの計画が連邦政府に対する納税者を増大

せしめるのでこれに関与し・この協力体制によつてわれわ

れは大事業を成し遂げたのであります。私の敢えて言わん

とするところは、連邦政府は、適法の資格でこれら7州の

自立を助けるζとに参画しているのでないと云う亡とであ

ります。私の考えでは、それは正しいとは思えません。民

主政1治において、われわれが注意すべき事は、もしわれわ

れかｭ私資源開発・，失牡含む諸問題につい硝主性を
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5

失うことをしないならば、それらは地方の問題として処理

されるべきものであると理解しなければならないというζ

とであります。そしてこれは政府から、套よび本問題の解

決を試みている地方政府から、主導権を要求するものであ

ります。もしわれわれがそれを地方の問題として解決しよ

うとするのでなければ、国民は問題の解決を他に求めるζ

ととなりましよう。

もし地方政府が駝鳥の如く頭を砂に埋めて解決に乗力出さ

なければ本問題についての統制の手は他に移り、恐らくは

連邦政府の手に移ることとなるでしよう。われわれはこの

点に注意を払う必要があると思います。更κ、全体の開発

に対して共通の寄与を行うことを望まない国民も多数いま

す。一部の人々は公共の利益よりも個人の利益を重んずる

のであります．かれらはよく州のためではないとか、国家

のためにならないではないとか云うのでさ夕ます。かれら

は何事にも反対する輩であカます。ですからこうした問題

の解決には強力な指導力が必要であります．民主政治に論

いては、ζうした問題があるのでその子供●よび将来の世

代の者には教育を受けさせたいのであります。

われわれは道路、主要道路を建設しようとして●り、医療

をえ、上品なより高い生活程度に寄与するものを得ようと

しています。そしてもし民主国において、われわれ自身が

地方問題としてζれらの問題に専念しなければ、われわれ

は自主性を失うζとになるでしよう。われわれは用意周到
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でなければなりません・連邦政府は民主政治におい．ては・

必要な計画をするとζろにその本分があるのであります．

ら、その正当な役割を無視すべきではありません。われわ

れには数条の主要道路の外は泥道と、他の州までつづく小

路しかないような州が一州でもあつてはなりません。ここ

に連邦政府が処理でき、また処理しなければならない立法

上の分野があります。これは事実と情報とを整理する正し

い判断の問題であり、ζうした事実と情報を国民に提供し、

これらの問題を調査する事であります．そうすれば、国民

は将来執るべき行動について、その筋道を理解することが

でき、種々の形で政府を悩ますζれらの諸問題を解決でき｛

るのであ力ます。民主主義的な過程を尊重し・これと信ず

るわれわれとしては、その尊重を確信をすばらしい勇気と

結びつけ、もつて国民にとり実に重要なこれらの問題の解

決に当らな砂ればならないと信んずるものであ少ます・

（7）　ネパタ州知事ソーヤー氏

　　（鹿児島県知事の質問に関連する意見）

　　私はゴロリダ州知事、コロラド州知事が米国の州知事会

　議で行われた問題点についての発言に一言註釈を加えたい

　と存じます。

　本日午前κ提出された二つの問題の性質からみて・われわ

　れの提出問題は米国●よび日本の知事としてはむしろ平凡

一一38’一
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な問題かと肺品す・袖拠は・・それぞれの政治的分

野‥ける行繊員の長として・民主政治の適正な運営上・

・甚だ本質的れとであるところのわれ槌自身の政治領域

の尊厳と、行政概維持し切と努める問題があるが・同

時に詰わ、ゆれのみでは解決しかねる多くの問題がある

ことを理解し、且つ実感するよう努力しなければならない

という問題があります。

結臥樋栖は一緒に仕事し・しかもイ固・の本質を持続

するという老年問題を論ずるわけであります・

　さて、われわれは州または県の問馳・われわれの州あ

るいは県の境界で止まるものでない・という事を理解して

⊇ます．国の問題は、わが国の国境祉まることなく・

鑓の目標に向つて努力を勧ている麟の国々は・髄

われ力吟日やつ臼るζとと全個じようにやらなければ

ならないりを、われわれはますますよく理解して鋤・

私はそれを望赫のであります・従つて・われわれが・わ

れ斑の州の問題や各州相互齢よび連邦政府との関係に

ついて、交糖開始しようとするとき・栖われは今日国

家間で行なうように通信の交換を行なう必要力竃あります・

国民対国民の関係宍び通信の刷直は・ζれを過少評価し

ては勧ません．そこで綱の州知絵議は委員会杜命

　しました．これは知蛤訓・指名した恐らく行政的吐も

髄桂購であり・⇔は酬政府の関係に㍗ての委

　員会であはす．委散る知駄常時連邦の人・と会合を
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持ち、そしてζのようにして接濁を保つのであります。す

わってこの問題について●話し致します。私は多分連邦政

府が権利のないわれわれの州の領域で行動しているように“

思います。われわれは知事として自らの州の統治権を棄て

るつもりはありません。そこでわれわれでは処理できない

が、連邦政府の助力を必要とし、同時にわれわれの政治的

な州自治権は確保されるという条件のもとで、一体どうし

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ガたらζの問題を取夕扱うζとができるでしようか。

　知事等はそれぞれ自分の州で会合を続けています。

西部知事会議もあります。西部の諸州はいろいろ変つたり、

成長する諸問題を抱えて●ります。しか’し、．われわれは、一

知事のみならず他州行政官及び連邦政府代表者ともたびた

び会合して、この問題を処理しようと、試みているのであ

ります。

　さて、あなた方知事閣下は連邦政府及び県政府の簡素化

の可能性を研究するため編成された委員会の成功の可能性

について、必ずしも楽観的でないと述べられました。

私はこのすうせいに，ついては、楽観的ではないとと申さね

ばなりません④

しかし私は「州や県の各知事は地方政権の代表者として、

われわれの政治単位の保全を守らなければならないが、し

かし常に姉妹県と協力し、われわれの問題を解決するため

には、柔軟でなければならない」と申し上げたいのであり

ます。
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（8）　東議長発言

　　「州政府で行政機構の簡素化という事例があれば、お伺

　いします。それは・日本では行政機構がますます拡大し、

　複雑化しており・更に際限なくζの傾向が強まることも考

　えられます。それで貴国においても、ζれと同じ問題や同

　じ傾向がありますか●」

」

｛9）　コロラド州知事　マツクニコルズ（同上意見）

　　然力、われわれはその問題を抱え、しかも何年も前から

　持ち続けているのであります。一時わが国では前大統領時

　代大規模な委員会があつて、フーバー委員会と称し、政府

　全体を調査し与政府内の各種機構を評価しました。

　　機能の統合、重復廃除のための手段方法の立案を試み、

　多数の省、郡は現実的な方針のもとに、もつと効率的な形

　に改造せられましたが、しかし最終的な努力はフーバー報

　告の作成後になされたのであ夕ます。　トルーマン大統領お

　よび他の多くの大統領は簡素化の実現を試みたが、少くと

　も私の知事範囲では、フーバ→委員会の報告書作成後に魯

　いても・なんら徹底的措置はとられなかつたのであります。

　例えば貴国あるいは合衆国その他、要するに人口の増加に

　悩む世界中のいずれの国に治いても政府の形態を縮少する

　ζとは困難であります。わが州は比較的に申しますと、人

　口上からは小さな州ですが面積的κはかなり大きい方であ
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カましてもわが州ではいろんな困難な問題があカます。．

　われわれは常に色々の部局は、官僚政治に伴う通弊と見

えるたあ、不必要に大きくなつたのではないと解するよう

に考えなければなりません。彼等は多数の雇人を擁する最

大機関たらんとしております。省の規模を制限内κ押える’

ためにはある部は必然的に大きくあるものは小さくせねば

左りません。以上の外州官吏の各種の機関によつてその他

の努力がなされています。例えば合衆国各州の法務長官会

議があります。彼等は組織や協力をもつて、その中で州知

事会議の行なう仕事と同じ仕事をしています．また州の財

政官吏、州出納官吏または会計監督官吏その他よりなる組

織があカ、財政経理の問題κついて定期的に会合していま

す．そしてζれら選ばれた官吏は1これらの問題を解かう

としますがζれは非常に困難な問題であります。・

われわれがしなければならない最も重要な仕事は、州民に

助言を与えること、新聞、テレビ、ラジオなど各種の方法

を通じて、州民に常に情報を提供して●くことであります。

新聞の舳のため現在世界中の国民は過去の歴史のどの時

代よりもよりよく知らされています．ヒのことは、われわ

れ民主政治国κ在るものκとつて羨望さるべきものであ少

ます。われわれは新聞の自由を羨やましく思いますが、ソ

連にあるわれわれの友人たちは決してわれわれに同意しま

せん。

二年前私は十人の米国珊知事使節団と同行して、ソ連を旅
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行する機会を得たが．その時ソ連では国民はなκも知らさ

れてい左いことを知りました。新聞、ラジオ、テレビを見

る権利は完全に奪われています。人民は左にも知りません。

国民は全能の政府が与えようとするだけの知織しかもちま

せん。政府は放送局、新聞社を持ち、政府はすべての思想

を統制します。これはわれわれとかれらとの違いでありま

す。ζれらの事実を知り、これを整理し、州民の諸問題に

っいて調査し、種々の方法により、読み書きの出来る人は

誰でも、また知りたい人は誰でも、わが州政府で何が行な

われているかを理解できるようκすることはわれわれの責

務の一つであカます。私は毎日二回記者会見を行い、ラジ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　●
オ、テレビ●よび新聞記者を引見し、政府で何が行なわれ

ているかκついて会談します。私はかれらκ回答を与える

こともあり、回答しない場合もあります。いかなる回答を

，かれらに与えるかは、州の選ばれたる役入として、私が仕

事を続けうるか否かを決定するものであります。私は、新

聞やラジオやテレビが、国民に報道するために必要な資料・

を入手出来るよう、あらゆる努力をしたいと思います。一

旦国民が知らされれば、国民は事実を識り、情報を得、且

つ教育のお蔭でその情報をそしやくし、かれら自ら判断で

きるように州民がなれば、諸君は民主的方法はわれら’の将

来の世代の利益のため、代々続けられるこどが判るでしよ

　うo
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00　フロリダ州知事ブライアント氏（災害κ関する質問）

　　未だ話しが出ないのだカ㍉台風その他の災害処理事項な

　ど、民間防衛に関する活動状況κついて御意見を伺いたい。

　貴下の県ではこの種の機能についてどんな仕事をして浄ら

　れますか。

P 田）　東議長発言

　　「災書防除の問題につきまして、日本の知事さんの回答

　をお・願いします。」

鳥

’

⑫　内山神奈川県知事

　　只今の御質問であカますが、小さな災書の場合は県内で

　処理できます。県内の場合で考えてみますと、日本に赤十

　字社というものがありますが、これは一般の病院以上に公

　共性をもつて論り、また、同時に公共の為に働くという特　　　、

　殊の義務をもつているので、府県の行政上からも特別な援

　助を与えて●ります。しかしながら、災害が非常に大きく

　なつた場合、普通の警察若しくは消防団或いは民間の・力だ　”

　けではどうにもならないという場合は、特別に知事が要請

　して日本0自衛隊の援助を受ける訳であります。自衛隊は、

　技術の方をやる工兵いいわゆる機械力をもつている

　部隊であカ㌧ま・た同時にヘリコブタ・一その他の道
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具をもつて溢∪ます．　自衛隊は‘いずれも若い青年が

部隊員でありまして、普通の一般民間人よりも勇敢に災害

の為に働いてくれる訳です。現在自衛隊が日本で名声を博

しているのは、国防というよりも先ず国内の災害に対する

働きによつて名声を博しているのであります。

　しかしながら、もつと災害が大きくなれば、中央政府が

自衛隊以上の基金を投じて援助をいたしますが、もとより

近県の者が魯互に応援するということは当然であつて、こ

とに災筈の復旧になると・これは各県で出来る限りの要員

を都合いたし、極めシし有効κ協同動作をとることが出来る

ζとになつています。　　　　　　　　　　　　　　　　　　“

o鋤　桑原愛知県知事

　　災害の救助の～二とκ」い（廿、只今、神奈川県知事の申

　上げた通りでありますが、なお、日本には災害救助法とい

　う法律があつて、災害が●こつた場合に対処し、常時必要

な物資を備鰍して澄力ます゜例え暎防の決壊という P（

　亡とが予想されるので、その場合に論ける資材等も準備し　　・

　ています。また・罹災民に対する食糧、衣服、毛布等を供

　給しなければなりません。そして、ひとたび災害がおこれ

　ば現地κ持つて行つて分配するという係がありますが、そ

　れは都道府県に●いて一定の規定を設け、いざという場合

　はその規定に従つてその組織が活動するというζとになつ
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ています⇔

　また、市町村にも消防団体というものがあります。消防

団体は火災の場合が重な仕事でありますが、その他水害の

場合においても消防団は勿論出動いたすことκなります。

また、水防組合というものが夫々市町村にあり、これも災

害の場合は出動するということに左つています。

　その他災害の後始末κついては、国の方から援助をいた

だいて、河川及び侮岸の堤防或いは山のくずれ等κ対し国

の方から相当大きな経費を出し、都道府県の経費と一緒に

なつて復旧工事をやることになつている訳でありまず。

助

，〆

ω　東議長発言

　　「フロリダ州知事κ申上げます。只今●答えのあつた桑

　原愛知県知事は、極めて近い過去に●いて、最も大きな災

　害責喧けも拍方一つの県の知事さんでありまして、身をも
　　　　　　　　　　　〆
　つて大きな災害対策を実行された経験者であることを申添

　えます」

⑮　桑原愛知県知事

　　只今会長から●話しがありましたが、実は御一行を愛知

　県に迎えるζとになつて●りますので、その際κお礼を申

　上げるとζろでありました。只今そのお話しが出ましたの
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で、・この機会にお礼を申上げるζとが適当であると考えま

す。

　1959年の9月25日でありますが、所謂伊勢湾台風

が襲来しました。三重県、岐阜県の知事もおられますが、

この三県だけで5，000人以上の死者を出しました。その

際κ●いて、アメリカの現地における領事館または東京の

大使館が本国政府と早速連絡をとつていただき、非常な御

支援を頂戴いたしましたdそれにアメリカの各方面から救

援物資も送つていただき、また、アメリヵ海軍が侮上から

ヘリコプター等をも沢山出動させて人命の救助、或い姓水

でかζま鵡輻いる村落炬物資を投下する等、日本の自衛隊

と協力致して・非常な御支援をいただいたのであります。

この機会に厚く御礼申上げます。

　私が、今申し述べましたので、お話が出たからであクま

すが・必ずや岐阜県知事さん・三重県知事さんも同様の感

謝を持って●られるζとと思います。まだ御承認を得てい

ませんが・勿論御承認を得るものと思いまして、私から代

つて魯礼を申上げます。

一46一
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鵠　佐藤長崎県知事

　　州政府の予算において、人件費はどの程度の額に達してい

　ますか。その人件費のうち事務的な職員と技術職員の関係は

　どうなつていますか、そしてその人件費は・能率主義的な観

　点から考えて総予算のいくら程度に押えるというようなこと

　をしていますか．それから職員の新陳代謝については・自然

　にまかされていますか、或いは意識的な方法をもつてやつて

　孝｝らオLますカふo

　　また、職員の訓練といつたものは、州政府ではどのように

　やつて騎られるのか、以上●伺いしたいと存じます。

OW　フロリダ州知事ブライアント氏

　　（酬県知事の質問に対する意見）

　　沢山の御質問を酬ましたが、皆私の答えられないもの許

りであります．ただし職員費の歳入に占める割合に干する御

質問噛しては、196・年の釧｛の予算繍は52°億弗’・

　であり、ζのうちからいわゆる’経常経費’約100億弗を

　支払いました．この経常経費は・裁糺警察・教育・天然資

　源の保存、投資的性質を帯びない一般行政経費を支弁します・

　．52。億弗の中、投資用として約65億費を充当し・残りを

　失業補償、保険業務、土地購入、その他各種の費用任充当し

ました。

　500万の人口を擁し、年度予算約10億弗でまかなつて
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　いるフロリダ州のようなH｛では、州の使傭人45．000人と

　　　　　　　　　　　　　グ
　その上教師が45、000人居ります。ですから実際・われわ

　れがとる全責務に対比すれば雇傭人員数は大きくはない。雇

　傭員の増加はたしかに、ニコルズ知事および諸君の一部の指

一摘された如き継続的な問題であります。さて次の御質問であ

　る職員の新陳代謝についてでありますが勿論、選挙された職

　員については民意次第であります。かれらは命のある限りそ

　の人を選ぶことができます。任命された職員に関する限り、

　州により色々の慣行がありますが、一般的に見て政府職員の

　年令の上限を定める強い傾向があ少ます。私の州では1961

　年の州議会に●いて、選挙による職員以外の公務員は総て

　70才となつたら退職すべきことを規定した法律を通過させ

　た。かれらは65才で退職し、退職の諸恩典を受けることが

　出来ます。、しかし私は各州それぞれ実施の面では異なるが・・

　これは多くの州κついてあまねく代表的なものと考えており

　ますo

！

’
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⑱　内山神奈川県知事

　　教育費の問題について述べたいと存じます。今日本では、

　義務教育費は国が半分持つことκなつて●カます。高等学校

　の教育費は、全部府県で負担することになつています。とこ

　ろが最近ここ二、三年非常に生徒が増えたので・高校を急に

　沢山つくる必要が出来てきました・しかし・この為の経費を

　われわれの府県財政で負担することは非常にむつかしいから・

　国による財政的援助を願う為、当初は金を補助してもらいた

　いと要望したのでありますが、それはむずかしいというζと

　になり、今度は貸してもらいたいということを申し込んでい

　ます。しかしながら、それもなかなかむつかしいのでありま

　すが、最近どうやら政府の方で起債を許すというようになつ

　ています．アメリカでは、現在そのような問題が・ζつてい

　ますが、その場合に連邦政府と各凡　との間では・どの程度に

　財政的な関係がなされているのか夢伺いしたいと存じます。

覧 ㈲　フロリダ州知事（神奈川県知事の質問に対する意見）

　　これは米国においても昨今緊急の政治問題であり、こ〉に

　参会の知事諸公の中にも、それぞれ異なる御意見があるもの

　と存じます。米国のケネディ大統領は本年の議会に対する教

　書中に三年聞κ亘り教員給与・建物の構築等の費用として・

　50億弗を各州に配布することを折込んで●ります。しかし・

前に端した鋤、大部分の順この種の援助を拒み・税収
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の＿部の返却を求め、そしてわれわれをしてこの種の問題の

一部を解決せしめよと要求しています。州政府及び地方自治

体はすべての支出に応じうる状況であります。最初は地方自

治体だけが負担してお望たが現在は州が大部分を賄つておカ

ます。しかし教室と教師の給料等の問題は、差し迫つた問題

であり、私は、乙の問題は現在われわれがもつていると違つ

た計画に発展するものと思つています。

このプログラムがどう発展するかは現在未決の政治的成行い

かんにか〉るのであります。

⑳　デラウエア州知事カーベル氏　（同　上）

　　これは州の資力κ大いに関係するものであります。私の州

　は小さいが、個人の頭割力収入は国内いつ孔の州民に比して

　・も最高であります。過去14年間われわれは学校建設にt5

　億弗を使い、州の人口は40万人ないし45万人あります。

　その上、州は1学年より12学年に及ぶ州民の教育費の約

　90パーセントを支出しているのであります。残りの10パ

　ーセントは地方区または郡が負担するのであります。換言す

　れば、ある種の教師κ対しては・すなわち文学士などある種

　の資格を持つ教師は、最初の俸給は州で保証する4，300弗

〆で、博士号保持者で、約12年間教職κあつたものは、ス000

　弗となります。かくの如く州は援助をしているのであります

　から、われわれは小州ながら、連邦政府の介入、あるいは分

　　　　　　　　　　　　7石几夕
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担参刀瞳全然望んでいないのであります・しかし・個人所得

の低い州においては、連邦政府の助力がなければ、運営は困

難であります。私は各位に拾かれても、それぞれζの種の問

題に直面せられたζとと存じます。

私は次の主題については、全員御賛成下さるものと思います。

われわれ国民の将来、わが州の将来は、教育施設をわれわれ．

がいかによ．く整えていくか㏄かかるのであります。

われわれには住宅、道路、保健など州民の渇望する多くの事

柄があります。しかし、もしわれわれが未来の州民を教育し

なければ、こうした希望は夷現できないでありましよう。で

すからわれわれの未来の州民の教育施設を整えるため、必要

ならば、どんな犠牲をはらつても、実行のねうちはあるもの

であります。一言、申し添えますが、われわれは学校教育の

広大な計画を達成するため・テレビ分野の利用をしておりま

す。

ζの方法は非常に有益であります。特に貧困な諸州κ対して

は、こうした特殊の場合には広い範囲に最低の費用をもつて

すばらしい教静画を備えることができるのであります・

　このことは貴国に●いても、実施可能のものと信じます“ま

　た私の意見としては、このことは広汎な宣伝として大きな希

望がもてるものと信ずるのであります。
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5　閉　　会

　　東議長、本会議の予定時間が経過したため、日米知事合同

　会議第一日目の閉会を定す。

〔以　上〕
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オ1次日米知事合同会議概要てオ2日目）

D｝

’

て　当日の準備及び勧迎状況

　　東京にお、ける舶日目の会議を終えた米国側衡事は・神奈川

県の心あたたまる勧迎授け、県内の諸施設を見学（視察報告

として別途報告する）され、4月1・日箱根観光ホテル肋け’

　る第2回日米知事合同会議’咄席された・　　　　・

当日は折悪し醐から紗しきる雨のため・会議終了後の芦ノ

鯛遊の予定はとりやめ、それぞ縮舎口いてゆつく躰養

　をとり翌11日からの各県視察に備えられた。

三日程（舶日目の会議醜にある紗）
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三ミ出席者
　（1｝　米　国　側

　　　ペンシルヴエニア州

　　　コロラドグW

　　　デラウエア州

　　　フロリダ洲

　　　カンサス州

　　　ウエスト、ヴァージニァ州

　　　ネヴアダ州

　　　サウス、ダゴタ州’

ローレンス知事

マクニコルズ知事

カーヴエル知事

ブライアント知事

アンダースン知事

バロン知事

ソーヤー知事

ガブラツト知事

　　　クライフイールド米国全国知事会事務局長

　　　ミスロイス．マーフイ随員

　　　ドブレンチヤク米国国務省教育文化局員

　　　シルヴエスター駐日合衆国大使館二等書記官

②　日本側知事

　　東、東京都知事

　　安孫子山形県知事

　　三浦宮城県知事

　　柴田千葉県知事

　　西沢長野県知事

　　桑原愛知県知事

　　久松愛媛県知事

　　池田佐賀県知事

（3）　参　加　者

　　自治省

内山神奈川県知事

小畑秋田県知事

高橋群馬県出納長

天野山梨県知事

吉田富山県知事

三木岡山県知事

藤井福岡県副知事

木下大分県知事

吉瀬調査官。　外務省北米課　平川事務官。
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四会　　議

　t再会宣言及び会議手続

　　｛1｝　午前10時0分、東会長日米知事合同会議第二日目の

　　　開会を宣す。

　　（2｝地元内山神奈川県知事の挨拶（別紙の通り）

‘，
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〔3｝　議長推せん

　　東会長より「本日の会議の議長は、地元知事である内山

　神奈川県知事にお・願いしたい」旨発言があつた。　（内山神

　奈川県知事議長席κつく）

　　なお・、米国全国知事会を代表して、ペンシルヴエニア州

　ローレンス知事より次のような挨拶があった。

ω　ロ…レンス知事（ペンシルベニア州）

　　議長閣下、私はアメリカ知事団を代表1エこの歴史的な会議

　の議長として内山神奈川県知事を指名することに賛成すること

　を大きな喜びとするものであります。我々は内山知事を議長に

　推すことを非常に幸いに存ずるものであります。それは我々が

　内山知事にお・目にかかつて以来、我々すべてのものが同氏に好，

　感を持ち、また同氏が日本のこの地（神奈川県）でなした業績

　と同氏に対し大きな敬意を払つているからであります。

　　（拍　手）

（4）　内山議長の挨拶（別紙の通り）
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レ

歓　迎　あ　い　さ　つ

（ネ

怩ｲ莞魏β）

　このたびの日米知事会議の舞台が昨日から箱根に移りまして・

はるばる来日せられた米国側知事各位ならびに全国からお集まり

の日本側知事各位の御来県を心から歓迎いたすしだいであります・

　さる五日米国知事各位を澄迎えいたしまして以来・皆様には多

忙な日程を過しておられますが、連日熱心なる御努力によつて大

きな成果を収めておりますことは、日米両国の親善と地方自治の

発展の上からまことに御同慶にたえないしだいであります三

　神奈川県はこの箱根地方貧はじめ全県至るところ風光の美に恵

まれ、昨日御案内いたしました古都鎌倉、江の島はじめ各地にす

ぐれた文化遺産をもち、一方横浜港の貿易あるいは京浜臨海工

業地帯を中心に各種の産業が栄えておりまして・世界的な観光地・

わが国を代表する工業地帯等多くの分野で知られております・

　幸にして春らんまんの好季節でもありますので心ゆくまでこの

風光の美を味わい県下の実情も御視察願いたいと存じますカS残

念ながら日程の都合もあつて割愛いたさねばなりません。せめて



この箱根の大自然にひたつて遠来の労を慰めて暁だきたいと存

じます。

　県下の御案内につきましては、許される限りの便宜を計りたく

存じて剖ますので、どうか遠離く紳出くだされば幸と存じ

ます。

挟本日の会訓っきましては・会雛備等行き届かない点

もあるかと存じますが、本県で討議せられた成果禰国の将来の

ため役立ちますならば大変光栄に存じます。

以上まこと噸戦がら唱申し上げて歓迎のことばといたし

ます。



D／
、～’

D

　　　　　　議長就任あいさつ

　　　　　　　　　　　　　　　　（ネ態農鷲）

　御指名によりまして本日の会議の議長をつとめさせていただき

’ますし

　さる6日の東京会議ではアメリカ合衆国側から提出されました

府県行政の機構と運営につきまして熱心なる討議が行なわれ・ま

ことに意義ある会議となりましたカS本日は前回に引続き日本側

提出の．「地域経済格差について」を議題といたしまして・多くの

困難を含むこの問題をあらゆる角度から討議していただきたいと

存じます。

　この問題はわが国の地方自治行政の展開上まことに重大かつ根

本的な性格をもつておるのでありまして早急なる打開方策の確立

を迫られて澄るのであります。

　この聞の事情は多かれ少なかれアメリカ合衆国においても存在

する共通の問題と存ぜられますのでお互に遠慮のない意見と討議

を重ねまして、今後の施策を強力に推進いたしたいと存じます・

　　どうぞよろしく御尽力くださいますよう●頗いいたしま尤



　　2．　討　　議

　　　　内山議長より、会議日程に従い、本日の議題として、地域

　　　経済格差の現状とその均衡化についてを議題に供する」旨発

　　　言あり。次いで、下記の通り日米両国代表知事から報告が行

　　　なわれ、またこれに対し、日米両国知事よりそれぞれ意見の

　　　開陳があつた。

　　　A、報　　告

’　　　（11　小畑秋田県知事　　（別紙の通り）D、

〆

〆

⑪
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（日米知事合同会議　昭和37年4月り0日　於箱根）

報告者　秋田県知事

　　　　　小　畑　勇二郎
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｝

本臥ここに日米知事合同会議が開催されるにあ剖・この輪宍まし

て、日本の最近における地域経済問題につき報告する機会を与えられました

ことは、私の最も喜びとするところであります。

t　新しい課題の登場

　　一経済の高度成長と地域経済問題一

　　第二次大戦後わが国の都道府県は、戦災によつて荒廃した諸施設の復

　旧、食糧増産、社会保障の充実、6、5制にょる義務教育の実施等多くの

　問題の解決に当つてきたのでありますが、戦後におけるこのような都道府

　県行政事務の拡充は、財政規模の急速な膨脹とともに地方財政の悪化をも

　たらし、昭和29年度（1，954年）には、多くの府県は財政の破たん状

　態を呈するに至りました。この財政の建て直しを行うことが、ここ数年間

　の最も大きな課題とされて来ましたが・昭和ろ0年度以降地方財政制度に

対し、政府は竜の改善措置を刀・えられ、さらに・経済のめざまし滅長

　とも相侠つて都道府県財政は次第に好転し・健全化へ立ち直りを見せたの

　であります。しかし、最近の経済の高い成長は・同時に産業・経済の地域

　構造の面にも急速な変化をもたらし、これが府県行政に新たな重要課題を

　提起するに至つてきております。

　　戦後鮪ける日本経済の発展は、諸外国と比較致しましても・西ドイツ

　　　　　　　　　　　　ミ　ぐ　と並ぶめざましい成長率でありますが、　（附表1）これκ伴い・他方では

　産業経済の各面にわたつて各種の構造変化が進展しており、とくに、

　　①　産業及び人口の四大工業地帯への過剰集中

　　②　後進地域の所得格差の拡大

　　という二つの問題が地域経済の差し迫つた課題となって現われてきており

ます。
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2　地域経済構造変ぽうの現況　　　　・

ω麟及び人口の過度集中とその要因

　　まず、わが国を工業化の度合に応じて高位の工業開発地域A、、中位の

　開発地域B、低位の開発地域0と、5つの地域にわけてみますと（附図

　　1）四大工業地帯を含むA地域に生産額及び民間設備投資額では、全国

　　の約70％が、工場労働力では約60％が集中しており・また人口では、

　　全国の半分近い47％がこのA地域に集つておりますボ

　　　　　　　　既成工業地帯に集中を強める工業生産額
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（96）

△

B

C

全

区

地　域

地　域

地　域

　　国

分 エ業生産額

i55年）
7’1

18
1　↑

io●

　　　　　　　　｛
28年から5ろ年まで

の増加率

　　　77

　　　65

　　　58

　　　7　2

集中を強める民融備投資（％）

　　区　分

　A　地　域

　B　・地　域

　C　地　域

　全，　　国
L＿

54年
　6り．7

　29．5

　18．0

1　，●．0

ろ5年 ろ6年

65．7 67．2

20．5 22．0

　｝

　14．0

P　00．0
一

　10．8

P　00．0

］

労働力の集中状況
（％）

1区分 労　働　力
i35年）

28年から55年まで
ﾌ増加率

A　地　域 6　0 5　0

B　地　域 25 1　5

o　地　域 17 15
全　　　　国 10　0 25

二2＿

‖



）

匡

人ロの集中状況 （％）

「…一一｝u一一石嚇「・・年から35i知離
区　　分

A　地　　域

（55年）　年までの増加率

＝4

ひ〆㎞・．）

47

B　地　域

o　地　域

全　　　　国 100

617

△α4＿⊥
　　　　　く△　　1．2

241

製造工＝数
人 口

8．4

5．1

2．1

1．5 252 5．8

　しかも、こ＼数年間、

り、人口では、この5年間に、B・0地域はい

ず治減少したの頑し・A繊は44照曽加

，しております。これを府県についてみますと、

最近ろ年聞に28もの県が人口滅少をみせてお

り、農村部から都市部への人口流動が・とくに

このA地域への集中度合は一そう激しくなつてお

若い労働力を中心噸著に⇔てきて剤ますパ

　（附表2）たとえば、私の秋田県におきましては、

．昭和25年には中学校卒業者のうち約70％までは農業に残つたのであり

ますが、昭和5’6年には僅かに18％という状態になつてきて餐ります。

ま払，郎醒業蹴職する者も、数輸舞㌶大耀讃の㌦

までは県内騨雌倒的に多・⇔たのですが・

56年には県外約70％、・県内約50％という

状況でこ学校を出たばかりの若い労働力は・殆

んど東京を始めとする工業地帯に流れて行gて

おります。

中学卒業者のうち農業に残

る者の割合　（秋田県）　（％）

に言喋］

L≡工三｛
ト．』，〈＿L1竺」

巨次1一
割 合

遮内

1－・・

4Z2

40．5

50．7

県　外

56．1

52．8

5，．7

69．5

この工うにわが国における工業の発展が四大工業地域に集中的に発展し

　　　　　　　　　　　　　一5一



てきたのは、ζれらの地域が工業適地としてすぐれた立地条件を具備して

いたという理由のほか、この地区に対する明治以来の中央集権的な保護政

策が資本の集中、市場の形成を進ませ・また・我が国の工業生産が・その

原料資源を多く外国に依存し或は輸出に頼らざるを得ないことのため太平

濤岸の臨海部に多くの工業地帯の集中をみたのであります。

　四大工業地帯へのこのような著しい集中の結果は・工業用地の取得難・

工業用水の不足、都市交通の麻痺、横浜神戸等の港湾に治ける滞船・滞貨

現象の激化等、生産面での随路を拡大して参りましたのみならず・人口密

集の弊書は、住宅難、生活環境の悪化等都市生活者の生活面にまで及び、

深刻な過大都市問題を引き起すに到つております。

　このため、ごく最近に到り、このような行き詰まりを打解するため・工

業発展がこれら四大工業地帯から周辺地域に伸び始め、生産額、民聞設備

投資額の伸びは、極く最近においては、A地域よりB地域が高くなつてき

ましたのが注目されます。

　　四大工業地帯から周辺地域へ向う工業生産と民間投資
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（％）
　　＿　　　一’　　一　⊥　　　　　　　　＾　一　　　　’一、一一

黶p一 ｛工業生産額の上昇率
も一⌒一一｝“一

@　　民間設備投資の増加率
区　分　　　トー
@　　　｜ 　　　｜R3年 55年 34年 55年
A　地　域 1　00 163 1　0　0 15　7

一一

@B　地　域 1　0　0 169 ↑　0　3 148

1・地域…・・ ，　　1　0●　　　　｜ 116

四大工業地帯への民間設備投資の状況
（％）

　区　　分　　　　　　54年

　四大工業地帯　　　　　　46．4

　そ　の　他　　　　　55・6

　全、圏　100．0

一4一

1

55年 36年
5　t6 5　1．1

48．4　1 48．9

00．0 ’　1　00．0

｛
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（2）所得の地域間格差の拡大とその要因

　　このような生産の地域的集中は当然のことながら、所得の地域間格差

　を拡大させ、高度発展地域と未発展地域との間の所得水準の差は・漸次

　拡大の方向を辿つております。

　　住民1人当り分配所得は、昭和26年において最高の東京を1・00％

　　とした場合、最低の鹿児島は3在4％でありましたカ㍉その後次第κ低

　下し、34年κは、3t2％κ低下し㌃その開差は5倍以上に拡大して

　　お・ります。

　　所得水準の最高県と最低県の比較（賊1人当り分配所得）　（％）

　　　　1　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　．．一　　：　　　．　＿＿＿　～　　　．＿L　＿　　　一＿＿
＼

　また、高所得県のグループ（東京、大阪、神奈川、兵庫、愛知、京都、

福岡）と低所得県のグループ　（青森、岩手、山梨島根・徳島・宮崎・鹿

児島）とを比較してみましても、1人当り個人所得では約2倍の開きが

あり、しかも、50年から53年まで4年間の増加率では低所得県の

226％に対しポ高所得県ではろt2％と開差の傾向が明瞭に出ており

ます。　（附図2）

ところで、このように府県間に所得格差が大きく出て参りました要因の

第1は、低所得県ほど農業を中心とする生産性の低い第1次産業従業者

の比重が大きいことであります。

　わが国における農業の1人当り所得は、非農業に対比してその265

％（昭和35年調査）、つまり4分の†程度という低さであります。し

かも、この生産性の低い農林漁業就業者の比重が、高所得県では14％程

　　　　　　　　　　　　　一5一



　区であるのに対して、低所得県性・・58％と極めて大趣のであ嘘す・

　　所得格差の諺2の要因は、低所得累・ほど中小企業の多いことでありま

　す。

　　わ樋の賃金は、鱗の規模にエつて著しく差があはすが・低所得

　県程賃金水準の低い中小企業労働者の比率が高く・また・不完全就業者

　も多いという状態になつております。

　　　　　　企業の従業員規模別比較　　　’（％）

　（備考）総理府統計局「就業構造基本調査」による。　　、

　　しかも、最近の経済成長が第2次産業、なかでも重化学工業を中心とす

る発展でありますため、既成大工業地帯を含む高所得県と農業のウエイト

の高い価勇得県との所得格差は、一そう拡大してきているのであります。

　　　　　　農業と工業との間の格差　　　　　　（％）

「言…二⊆一∴㌻，：、指；計

　　（備考）農林省「昭和56年度農業の動向に関する年次報告」による。

5　所得の地域格差是正の方策と問題点

　ところで、このような地域間所得格差是正の方策としましては、現在、

低開発地域に対する①産業基盤の整備②工業化の促進③農業の生産性向上

④教育生活環境の改善等のほか、⑤地方財政を通ずる所得格差の縮少策

一6一
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等が進められてお・ります。

（］）　産業基盤の整備

　　まず第1は、産業基盤の整備にっいてでありますが、後進地域の発展

　が今日まで遅れたのは、色々な原因がありますヵsその地域における過

　去の公共投資量瓜先進地域のそれに比して極めて低かつたことによる

　ところが極めて大きいものと考えられます。とくに鉄道、道路、港湾等

　の交通輸送施設の面における格差、その立ち遅れは、後進的地位から脱

　却できない大きな随路となつております。

　　このため、各府県においても産業基盤の整備には特段の力が傾注され、

　道路、鉄道、港湾等の交通輔送施設の整備を始め、工業用地造成・工業

　用水道の建設、或は電源開発等の先行投資にエつて工業の立地因子奪造

　成する努力が続けられており、また、土地改良、耕地整理等近代的農業

　の基盤整備や、草地造成等の酪農基盤の整備が熱心に進められておりま

　す。

　　　しかし、わが国の府県の財政力は極めて弱体であり・しかも・道路・

　港激河川等の重要事業についてはその殆んどが・国の直轄事業まプ磁

　国が計画し、事業費も過半を国が負担する補助事業によつて行われてお

　　りますため、府県独力で開発を進め得る力が極めて弱く、このため我国

　の後進地域開発の沿革は、特別の開発立法により・府県の地域開発の推

　　進を国が公共投資の面から助成するという形で進められてきております。

　　　第二次大戦後、まず設けられました開発立法は、開発の基本法である昭

　　和25年の国土綜合開発法で剤ますが、桓礁とくκ遅れている北

　　海道と東北地方を対象とした北海道開発法、東北開発促進法が設けられ、

　　この地方に対する産業基盤の整備がはかられております。このうち・北

　　　　　　　　　　　　　　　一7一



海道開発法は、とくにこれを主管する機構と担当大臣が設けられ・特段

の力が入れられました結果、相当の実績をあげつつありますが、東北開

発促進法は、それによつて公共投資の量はその後かなカの伸びを見せて

澄りますが、何分過去の遅れが甚しいため未だ十分左成果をあげるκ到

つておりません。

　その後、昭和54年より、北海道、東北以外の地方からも強い要請が

あり、各地方プロツクの開発促進法が相次いで制定さ私　目下、基礎調

査並びに開発計画の作成が准紡れ・鋤⇔が・珊表5）これ等硫

　・∫，古全国的規模Cの綜合開発計画の早期確立が強く要望されてきてい

るのであ．ります。

　昨年政府で策定されました「国民所得倍増計画」では、経済全体の視

野から、始めて全国的な産業立他の構想が試みられ．公共投資の経済効

率という観点から、昭和45年までの公共投資は、四大工業地帯を結ぶ

太平洋岸のベルト地帯優先という形がとられましたため、後進地域の側

から強い批判を受け、このため、目下策定されつつあります全国総合開

発計画では、全国を数個の経済圏にわけ各経済圏ごとにその発展の中核

拠点を育成するという、　「拠点開発方式」の構想がとり入れられており

ます。

そしてこれの一つの具体的な施策として打ち出されましたのが、目下国

会で審議されておりますオ新産業都市建設促進法案」であります。

一8一
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　しかし、この新産業都市建設の構想も、公共投資の経済効率はなお重

視され、その総花的分散をさけて、開発効果の高い経済発展の中核拠点

に重点的に投下しようというものであり、あとの地区へはその派及効果

を期待しエうというものであります。したがつて、現在の後進地域の殆

んど大部分は・公共投資の配分の面において、今後、なお依然としてと

夕残されるわけであり・後進府県の地域開発の推進は、公共投資の面力、

ら思うようには進まない状態κあります。　　　　　　　、

　このため私どもといたしましては、後進地域に公共投資の傾斜的配分

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　り

㌻㌘き＝：隠蕊驚章…㌻㌶慧4
る工うな実質となつておらないのが現状であります。

　　　　四大工案地帯に集中を強める公共投資

＿」茎，

2　9年

ろ　0　〃

3　1　’

5　2　’

塗

1

四大地域の比率

　　　　2　6．5

　　　2　5．8

　　　5　0．5

　　　5　0．5

（％）

　　　　　＿一＿＿一．一二．＿＿＿～．　　　一

　　　　（註）昭和35年度「経済白書」による。

（2）工業化の促進

　　所得格差是正の第二の方策は・以上のような産業基盤の整備と併行し

　て工業化を促進することであります。このため、現在各府県では、工業

　地帯の造成計画が作成され・工業用塩　用水、道路、港湾等の立地条件

の整備を急ぐとともに・新規工業の誘致と既存工業の育成には、特段の

力が離され・また・蹴κ立地する企業等に対しては、企業の醒施

一10｛
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設の整備助成を始め、奨励金の交付説の減免篭特別措置が講ぜられて

おります。　　　　　　　　　、

　しかし、近年、貿易の自由化促進を控え、各企業の消費地、臨海立地

の傾向が非常に強まつて参りましたため、大企業の地芳分散は非常に困

難の度を加えてきてお・ります。このため、各自治体においては、大企業

の誘致に過大の期待をかけることなく、むしろ地場産業の育成につとめ

て徐々に地方工業の集積の度を高め、或は、後進地域のもっている有利

性、たとえば、労働力が豊富で賃金が安いとか、生活環境が行き詰つて

い。ない等の面に着目し、かSる方向κそつた工業誘致への努力が地道に

重ねられつつあります。

　しかし、この場合にあつても、財政力の乏しい後進県が企業誘致に独

力で特別助成を行うことは、財政面から著しく制約され、また、それは民

生福祉等他の行政経費を圧縮することともなり兼ねない堀状であります

ので・やは力国による助成があわせて必要であります。このため、低開

発地域κ立地する企業に対する国の税制面等からの特別助成措置として、

昨年「低開発地域工業開発促進法」が制定され、また、金融面から後進

地域の企業の振興を助成するため、北海道東北開発公庫及び開発銀行等、

特殊の政府金融機関によつて長期かつ低利の地方開発融資が行われてお

り・現在のところは・財政投融資の中に占める比重は未だそれ程大きく

はありませんが、整備忙今直ちに大きな期待がもてないとすれば、この

よう左金融、税制面等による企業の誘致、工業化の促進助成が、今後な

を一そう重大な役割をもつてくるものと考えられます．

　　北海道剰舗発公庫の融出資のイ帳状況（東北分）
　，＿　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（億円）
年　　　次

融出資額

一11一



き⇔、国営縫の紅κ⇔て・直接後進地域の生難鋤のり出す

方法として、東北開発株式会社が設けちれて勧ますが・現縫でのと

　亡ろぱ、未だ思うエうな成果をあげるには到つておりません．

（5）・農業の生産性向上

　　所得格註正の第・の方途は識業の生産性向上をはかることであり

ます。

わが国の麟はモンスーンがもたらす湿度と調和して・水稲作を中心

とする蝶醗展してきたのであ騰すが・第二次大戦後は芦の嘩
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　i

とい抽点から、狭咽土撮離糊し最大の生産をあげること助

が入れられてまいりました。

　この結果、現在では、農地の単位当りの生産量では、世界最高の高さに

到達しております．　（附表4）

　しかレ水稲中心のわが国の麟は、主穀農業の雛としまして・労

働力需要の季節性が強く、労働集約度が極めて高い経営となつており・

反面資本装備醜めて低いものにとどまつてお蛙す・このため・その

経営規模は、畷家あ剖の耕地面積でみれば・・一・ツパ諸国の組

分の1程度、アメリカと比較致しますれば・そρ約40分の1という極めて

零細襯模であり、しかも、この小さぷの農⌒めて多くの農

就業者が従事して剖ますため・就業都人当りの生醐では・世界最

低という状態であります。

　　したがつて、この低い生産性を引き上げ・資本装備の高い近代的農業

　にすることがわが国農業の大きな課題でありますが・近年経済の高度成

長に伴つて、麟人・が急迦減少をし始めまし航め・「過剰就業∫

　「零細農耕」という今までその近代化を阻んでいた大きな障善が、漸く

一12一
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崩されるキツカケがでてきたのであります。

　このようにわが国の農業は、西欧諸国と比べれば数十年も遅力。て、今

漸く農業近代化への急速な変ぼう過程κ第一歩を踏み出しつ玉ある現状

でありますが、このため、昨年「農業基本法」が始めて制定され、現在

これを根幹として、農作業の機械化、農業経営の共同化を始め、農地保

有の合理化、集団化等経営規模の拡大をはかるという農業の構造改善事

業が、強力に進められております。また、従来の米麦中心の主穀農業か

ら、最近の食糧需要構造の変化に対応して、畜産、果樹、酪農、そ菜等

の成長農産物への拡大が進められており、これら新しい分野の農業は、

主産地形成を中心に推進されてきております。

　しかし・農業近代化への過程におい　　農家人口の老令化の傾向　　、
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　｛秋田県）　伽）
Cさ穿さまな問題が同時にでてきてお1……一一一一一…　　　　一一

りまレ・・たと繊近…る農村已才㌫一声

　　　　　　　　　　　　　　　　　｝
からの人口流出が、若年労働力がその　i
　　　　　　　　　　　　　　　　　｛

大紛砧娠剖ますため・農村畔
　　　　　　　　　　　　　　　　　｜残る人口構成が次第に老令化、

　　　　　　　　　　　　　　　　　…
しつ鴻り・ヨた・農業就業人゜全体1

とし工な醐剰でありながら漠川石丁亘Tr三τ『

的には、春秋2回の農繁期に農村の労

力不足、雇用労賃の高騰という現象が

表面化し、また、昼業への機械導入等

固定投資が進んで参りました反面、小

さな経営規模の枠に阻まれて却つて投

年　　　令
150年から55年‘　・の　　率

ぽ以下干　　　　　，

△　　．6．8
一　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　「

ﾒ～19才1 △　　1銑7
．　　　　　　十
Q0～29才　l　　　　　l △　　↑α9

50～59才 1a1

40～49才 2．8

，。－59討
4．6

、。才以τす一　　　　　｜

1兄8

計　　　　1 △　　　2．2　　1
，　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＿＿」

　農業就業者の女性化の傾向
　　　　　　　　　（秋田県）佛）

資効率の低下を招く等、構造変化への　｝．一＿＿

’年　　次　i 男 　w，

ウ和25年 51．2 48．8

50 48．4 5t6

　55p．
45．8 54－2
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　過程における種々の摩擦現象が大きく出できております．

　　このため・今後においては、農業の構造改善施策と同時に、その過程

　において生ずるさまざまの問題を同時に解決するよう総合的な施策が強

　く必要とされ・また・経営規模を拡大し、選択的拡大をはかるためκは、

　現在のわが国の農家の資本力は極めて弱体でありますので、とくに資金

　面について国の強力左助成が必要とされてお・ります。

　　また・今後の農業は、いままでの自給生産農業から商品生産農業κ移

　行することが必要であり・特に畜産、酪跳等については貿易自由化によ

　る国際競争の影響をうけることとなりますので、生産コズトの低1ご記fよ

　かると共夙価格縞繊構の蛭備㎡鴇斑・．戸パ苗忙・いcの施策が霊．

　極めて重要となつてきております。

（4）教育、生活環境の改善

　・所得格差の是正を図るには、以上のような生産面の立遅れを是正する

　と洪κ・あわせて生活面の遅れをも解消することが必要であります。

　　　　　ち　　わ姻】恒’鮒・第一次端後の民耕義硝景として・靴所得

　の格差のみならず・文化的・社会的施設の均衡を求める意識が非常に強

　くなつており・この面における格差が企業誘致の障害になり、また、後

　進県の若年労働力が都市に流れて行く一つの要因ともなつております。こ

　のため・各府県においては・住宅・上下水道等の生活環境施設の整備を

　　　　　　　　　　　し
　はじめ・厚生面の整備にも力が入れられvまた文化的施設の建設、充実

　にょって、遅れた民度の解消が積極的に図られております。，

　　また・これからの新しい機械化農業や・商品生産農業には、高度の技

　術と経営能力とが要求され・また工業においても、新らしい科学技術を

　身につけた労働力が要求されてきましたため、人的資質の向上の観点か

i

｛
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｝

　ら農村青少年の教育、科学技術教育の拡充、職業技能訓練等が、各府県に

　において特に大きくとり上げられてきており、郷土発展の担い手である

　「人」づくり、そのための教育が極めて重要視されてきてお力ます．

（5）地方財政を通ずる所得格差縮少策

　　なお・、所得格差是正の方策としてとられておカますものに、地方財政

　を通ずる格差縮少策があります。　　大都市に偏在する府県税収入

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（％）
　　最近κおける経済成長は、府県税’

　収入κついても一一層高所得への偏在職エ業繊

　を強めており、1人当り府県税収入ベルト地帯

　額では、1溺碍県と低所得県とでは約

　4倍の開きがあります。しかし、他i
　　　　　　　　　　　　　　　　　l－＿　　　。　　　・　　　‘
　方・国から地方へは地方交付税等の形で国税収入の約半分の額が還元さ

　れており・その結果・これら国から交付される地方交付税等を含めた一

　般財源を、住民1人当りで比較すれば、高所得県も低所得県も略同額に

　なっており、　1人当砂歳出総額で対比した場合には、むしろ低所得県の

　方が若干高い状態κなつております。

　．」i起墨ユ人当り二麹源並び《≡…歳出総額等の比較昭和55年度椚）

区　　　分 昭和30年 昭和54年

既成工業地帯 50．7 5a7
ベルト地帯 2在8 241

開発地帯 1t9 10．5

　　　　　；
ｻの他地帯1
@　　　　：　　計

10．6
@　　1100．o　i

　＆9

P00．0

（註）Aグループ’‥川　（平均財政力指数5096以上の県）

　　東京都、大阪府、神奈川県愛知駄静岡県兵庫県、福岡駄京都府、広島県、

　　山ロ県、埼玉県

　　Bグループ・…・・（50％以下の県），

　　佐賀県、宮鋳県、大分鳳青森鳳岩手県山形鳳秋田県鹿児島県、鳥取見
　　徳島県高知県、島根県、山梨県

　　　　　　　　　　　　　一15一



　わが国の府県にお・ける税財政の実態は、財源構成の面において国庫へ

の依存度が極めて高く・府県歳入穂額中に占める税収入の割合は51％

にとどまり・国庫依存財源が約半分の50％に及んでおります。

府県財源の自主性　　（昭和55年）　　　　（％）

　　　　　　　　　　　　　　ト…十丁ダ［

　いま・これを府県別にみてみますと、全国

46都道府県のうち・府県税収入が歳入総額

の10％に満たない府県が5県、10％台と

いう府県が26県もの多きにのぼっており、

50％をこえる府県は東京、大阪、神奈月ぬ

僅か5都府県に過ぎない状況であります。

これは、わが国における経済発展の地域的1

　税収の割合
　　　　　（昭和55年）

1㌦：満1県∴

川・％台　　26
1

　2り％台　　　　　7

不均衡のために生じたもので、この団体間の財政力を均衡化するために

は・勢い地方交付税等の国庫財源の調整的配分に頼らざるを得ず、財政

面における府県の自立性が極めて弱く、中央集権的な仕組となつている

のであります。

　このため・私共全国知事会といたしまして1は、永年に亘り府県財政の

自主性の確立、自主財源の増強を強く政府に要望し、制度の改正を望ん

で参つてお力ますが・国・地方を通ずる税源の根本的配分は今後の大き

一16一
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な問題として残されております。

　このエうに、地方財政を通じて、財政力の強い県よ⑬財政力の弱め県へ

の国税分の移転が行われることにより、所得格差の是正がある程度行わ

れているわけであります。

　なお、財政力の弱い後進地域の府県において・国の公共投資の受け入

れを容易にさせるため、国の負担割合をかさ上げするという立法措置が

昨年から実施され、昭和ろ6年度において、総額174億円の財政措置

がなされましたが、これも財政面から地域格差を是正するための新しい

方向となつております・

｝

4．結　　び

　最後に御報告申し上げたいことは、わが国に一ては・最近の繊開発．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ミ
　問題の解決に、府県がまことに横極的な役割を果していることであり・ま5

　た、府県行政の重点も、これまでの単なる行政施設水準の向上ということ

　から、さらに積極的に夕地域の経済開発”、それを通じての地域住民の所

　得水準の向上という方向にむかつてきたことであります。

　　これに関連して最近の績向として注目されますことは・実は・現在・殆

　んどの府県が国の所得倍増計画等に対応して、各府県における長期の、か

つ齢的な経瀦発計画を策定して剖、これによつて・格差の紗等・

短鯛蹴鰍困歎多くの地域間離・一定の緬のもとκ力強く勘

　ていることであ；ます。

　　このため、道路、橋梁等の施設整備の事業も・これまでのように・国の

　計画乃至は地域住民の要望π工つて個々に進めるというのではなく・その

　地域の綜合的な地域開発計画の・一環としてこれと有機的連けい性を保たせ

一，17一



ながら実施されるようになつてきたことであります・

　このように、府県は、今や地域開発の主導的担い手として動き始めてお

り、このため、繊醗緬礪する国の施策の方が・むしろこの府県の熱意

と積極性に動かされて、あとからこれを追うという状態にあり注す。

　その2は、最近の地域開発問題が、一つの府県という行政区域の中だけ

では解決できないものが多くなり、このため行政区域を超える経済圏を基

盤とし、それらの地域の一体的有機的連けい性の上に総合的に計画し、実

施して行こうという機連が強く出され、隣接する府県相互間の協調、連絡

或は協議会等の方式により、地域開発の総合計画・広域的開発が進められ

始めましたが注目されます。

　北海道、東北、北陸、中国、四風九州の各地方プロツクを単位とした

特別立法に基く地域計画が進められておりますのも・このような傾向を背

景としたものでありますn

　しかし、このような地域開発↓地域格差の是正を進めて行くに当つては、

財源の面において、府県は、基盤整備等を行ピ得る力に乏しく、大巾に国

の財源に頼らざるを得ない現状κあり、また・基盤整備等の重要な開発事

業は、国の直轄乃至は国庫負担事業として行なわれるため・府県の自主性

が少く、府県独力で行い得る分野は著るしく制約されている現状にあ力ま

す。

　　このため、私ども全国知事会と致しましては、府県の最重要課題である

　この地域開発の問題をもつと自主的に推進でどるよう、国からの事務の委

譲、権限の委譲を要望するとともに、財源についても・国・地方を通ずる

　税源の再配分について強く要望を続けて参つております。　　．

　以上をもつて、私の報告を終らせて戴きます。

　　　　　　　　　　　　　　　－i8一
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　　　附表｝ 戦後輔経旙成長率

了　　　　ζ’、≠　　　・’ぷ←‡　、按」’訣’一

1－1国際比較 1948～1958間一年平均）　〈％）
｛

区　　　分
　　　｝
ｬ　長　率 国　　　名． 成　長　率

西　ド　イ　　ツ 8．4 ス　　　イ　，ス 59

日　　　　　本 8．2 　　　一X　エ　ー　ア　　ン 55
一オーストリア

ス9

－一一一一　一一

x　ル　　ギ　　ー 54
一フ　　ラ　ン　ス

5．8　　’ ノ　ル　ウ　エ　ー 5．0

イ　タ　リ　ア 55 ア　メ．リ　　か 3．0

オ　ラ　ン　　ダ 46 デン　マ　ー　ク 2．9

一’

@カ　　　ナ　　　ダ 4．2 イ　ギ　　リ　　ス 2．4

（註）　国際決済銀行1959年報

1－、亘近c日本の状況

　区　　 分　　　　　　　成　　長

　1959年　　　　　　　　　 1ス2

　1960　　　　　　　　　　　　　52

　196　　　　　　　　　　　　　　〔L5

（註〉経蛭斬訓よる

oθ
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附表　2 人口の増減状況 （55毛／55・年）
（％）　一一→一一一

A，地域
〉

1）　関　東 臨　海 zo
～

2）　近

T）　東

畿海 41
Q．8’

　　　　　　　～
J働力需要螂　　　　　　　∫

4）　九　州 北　部 0．0
～

B，地域

5．）　関　東 内　陸 0．0 ：

6）　北 陸 △061
…

7）　山 陽 △α9 ｝

8）　四　国 北　部 △2．5
：

G，地域
　　　　　　　i

J働力供給県i
9）　北　　海 道 1．1

10）　東 北 △0．9
｛

11）　山 陰 △2．5 i

12）　四国東南部 △2．2

15）　九州南西部 △2．1

附表　5 各地方ブ亘ツクの開発促進法一覧一－一A．一一
・

区　　　　分 制定年月　日　｝ 目　　　　的

北海道開発法 昭和25年5月 1日 北海道における資源の総合
Iな開発κ関する基本事項
を規定することを目的とする。

東北開発促進法 〃52年5月27日 同　　　　上

九州地方開発促進法 〃34年5月30日
〃

四国地方開発促進法 ク35年4月28日
〃

北陸地方開発促進法 〃55年12月27・日
〃

中国地方開発促進法 〃55年12月27日 〃

首都圏整備法 ク51年4月26日 首都圏の整備に関する総合
Iな計画を策定し、その実’
施を推進することにより、
’わが国の政治、経済、文化
等の中心としてふさわしい
�s圏の建設とその秩序あbる発展を図るζとを自的とするが
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附表4　　農業生産性の国際比較

　第二次大戦後

区　　　　分

合　　衆　　国　　一’

カ　　ナ　　ダ

英　　　　　国

デンマーク

オ　ラ　ン　ダ

西　ド　イ　ツ

イ　タ　リ　ア

｝一一…｝　・・－

1イ　ン　　ド

　日　　　　本

1農業就業人口1人

当り農業純生産額

　　　　（ドル）

　　2，766

タ イ

r耕地面積1ヘクタ

ール当り農業純生

産額

　　　　（ドル）

　　　105

2，614

2，045

1，616

　692

　550

　41

　17

　16

67

516

296

458

523

222

　84

582

1農家（農場）当

り耕地面積

　（ヘクタール）

　40．4

　　62．9

七48

1二

　　　！1

1．0

註　　Unitθd

　　1954

　　152　　　　　　245

　nation8，S七a七is七ica1

による。

L＿＿＿＿＿
Year　I300k
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地域間所得格差の状況（昭和33年度）
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附図2．

＼、ワノ1

地域間所得格差の状況（昭和53年度）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　／l・・：

懸一県民所得が全国平均を超える県・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　’　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　○／！
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（参考表）　日本にお・ける地域間所得格差の状況 （％）

所 得　格 差 所 得　格 差
都道府県名 ｝

区　　　　分
　↓T1年 32年 55年 51年 52年 55年

t　東　　京 1759 178．9 185．0 2Z愛　　媛 86．7 849 845

2　大　　阪 160．2 1604 15Z9 2＆高　　知 80．8 8t5 84．3

．5　兵　　庫 1505 1551 15α1 29栃　　木 867 862 859

4　神奈川 152．9 1378 14Z2 5α長　　崎 81．0 78．6 855 p

5　愛　　知 124．8 153．5
124↑15t群　馬 7ス9 775 85り

5　福　　岡 1087 112．0 ”8．1 52山　　形
7～λ4 80．1 825

z　京　　都 115．4 114．5 1142 35鳥　　取 80．5 76．7 82．0

a　北海道 94．6 10t6 104．1 34。茨　　城 7在8 7～≧4 8t5 1

9　静　　岡 958 ga7 1055 55佐　　賀 7Z7 7Z4 8tO｝

1α　富　　山 9Z2 994 100．5 56宮　　城
7Z4 8021

1

1t　奈　　良 89イ 81元8 ga8 3z福　　島 766 74．5 ⇒
12　石　　川 91．4 go．9 9ス658．島　　根 7ス5 761

1～L．香　　月1 ↑oα9 9Z4 9ス1 59山　　梨 7Z2 766 776！

楓　広　　島 9t4 9to …1・・秋田 82．1 8息5 7z51

伍　滋　　賀 91．2 go5
，。，1・・徳島 ｛767 74．9 7Z21

16　福　　井

Pz　山　　ロ

P8．大　　分

P9　岐　　阜

9｛Σ6

X61

V95

W65

896

X2．0

W51

W8．7

1
　さE・8i・・青森　…

P司三卿145宮崎

1…ll7a4171．91　7t2　　1175．2

V5．6

　…7Z2　；

@175．1　1

V2．1

E・川

2α　埼　　玉 92戊 90．4 46鹿児島 6α61 5～し5 625　’

2t　和歌山 954
1　895

8～元8

22．長　　野 18z1
　｜8571

894

25　岡　　山 8～U 8＆8 88．4

24　千　　葉 857 829 86．5

25　新　　潟 82．9　　 ⇒ 862、 1
　｜84当 ；　8591 1 1

」

4
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（2｝　アンダーソン知事（カンサス州）

　　東知事閣下、仁愛なる主催者であり、議長である内山知事

　閣下、そして同僚であられる日本の知事各位、まず、最初に

　アメリカ知事代表団を代表して、すばらしい主催者役の内山

　知事ならびに日本知事各位の温かいもてなしと友情に対して

　感謝の意を表明する機会を与えられたい。

　　我々すべてのものは、我々がこれまでの旅行中に出会つた

　政府関係者並びに一般の入々ばかりでなく、道すがら町や村

　で会つたたくさんの子供たちや学童たちの友情あふれる倣笑

　と拍手かつさいに大変感動を受けました。我々すべてのもの

　は、多くの善意がこの旅行から必ず生まれ、両国国民の間の

　理解を深め、相互の問題解決の道がひらけるものと感じてお・

　ります。

　　さて、議題に供された問題について述べることに致します。

　合衆国においては、地域経済格差というものはありますが、

　それらは現在に工・いては、それが過去にお・けるよりもそれ程

　顕著ではありません。国民に影響するほどの経済の著しい格

　差はある程度なくなりつつあります。しかしながら、我々は、

　これらの格差のために政府として多くの問題を持つておりま

　す。そして私は、日本にも我々と同じような問題がおありの

　ことと解信してお・ります。

　　ご承知のとお・カ、合衆国は、気候、天然資源入口密度の異

　なる広大な地域をもつております。日本と同様に、合衆国に

　は地理的に他より広大ないくつかの地域や州があり、また他
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より非常に富裕ないくつかの州があります。ある州は資源に富

み、また他の州は地方政府および州政府に与える税収が他よ力

富んでおります．

　貴国と同様に、農業入口は年々減少しっつあり、食糧や繊維

原料を、機械化や肥料や改良種の使用によつて、増産するため

の新しい方法が見出されているのであります。このことは合衆

国において多くの経済問題を提起しているのであります。農産

物を多量に生産すると、その価格は下がり、いまだに全生計を

農業に頼らなければならない小規模農家は、深刻な影響をこう

むるほどであります。

　であ．りますから、合衆国の中央政府は補助制度をつくり、実

行しております。すなわち、農産物に支持価格制度をとり、食

糧と繊維原料を買い上げ、生産物の消費と価格に関する制度に

ょり、貯蔵と支持価格を通して調整しながら、あるものは学校

その他で使用するため農産物の分配を行なつているのでありま

す。

　このほか、経済格差としては二天然資源を有する地域とその

、（

＼

締鯖の変化による影響噸する順力ζあ憤す・大炭鉱地 i

帯では広範な経済問題に直面してお・ります。というのは天然ガ

スや石油製品のような他の鉱物資源が家庭に限らず、工業用に

使用され出したからであります。これらの炭鉱都市の窮乏した

地区は、中央政府の援助を要請して工・りますし、我々は都市の

再開発と炭鉱労務者の転職を援助するための職業訓練計画を実

施して工・ります。
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我々は昨日、木工技術の訓練を求める多くの人々にその訓

練を与えている訓練所を訪間して、参考になりました。

　アメリカで多くの人が認めている他の問題は、大会社ある

いは他の諸国でしばしば呼ばれるところのカルテル（企業連

合）の増加傾向であります。そしてこれらの大会社は小企業

者を競争によつて倒産させております・そして・これが地域

経済格差を生ぜしめるのであります。というのは、大企業が

ある理由で通例は利潤のために地理的κ場所の変更を決

めると、一共同社会、すなわち市や州の経済に重大な調整が

なされなければならないのであります。

　このゴうな問題が繊維産業にあ騰して、それはこの産業

の重要部分が合衆国の北東部から南音βへ移動したのでありま

す。

　これらの問題をある程度解決するために、州政府はもちろ

んのこと中央政府もトラスト（企業合同）禁止法ないし独占

禁止法による規制計画を推進しております。政府がこのよう

な計画をする真の理由は、独占を禁止するためであります。

しかし我々すべてが知つているようにまた日本でも同じ問

題をお・持ちのことと存じますがその解決はあらゆる段階の

政府の行なう仕事の重要な部分を占めております。

　一地域の経済格差とそゐ事情の変化につれて、教育上調整

しなければならない問題が起こつてきます・というのは・人

口が農村から都市へ移動するとヒの点で私の州には特別左

問題がありますがv都市は拡大し・農村社会は縮少し・この
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ため我々は都市にお・いて新しく学校校舎を建設し、その地域

の学校区を変更しなければなりません。我々は都市に工・ける

人口の変化を調整するため、道路建設の問題をかかえてお・り

ます。そして現在合衆国では、州間の道路を建設する計画を

進めつつあります。そしてその道路建設には連邦政府が建設

費の90％を負担し、州政府が10％を受け持つているので

あります。このようにしてこれらの道路は州に建設され、我

々は東西を走る連絡道路とすべての州の境界線を結ぶ多くの

南北に走る連絡道路を持つに至るのであります。　　　　　　　　、

　我々の地方政府は、政府の仕事に要する経費を十分にまか

なうに足る税源の捻出問題をつねにかかえております。すな

わち、適正な収支を保つことであります。これはしばしば地

方、州、お・よび連邦政府聞の課税計画にお・いて非常に微妙な

問題となり、またこれはつねに関心事であり、真に検討を必

要とする問題であります。これは地域社会、あるいは州や国

に奉仕する特別職公務員を選ぶ選挙の期聞中、合衆国でよく

論議される問題の一つであるといえましよう。

　他の要素や政府の施策が、地域的ないし全国的にわたつて

経済問題に絶え聞ない変化を与えております。端的にいえば、

それらのもののいくつかは連邦政府の賃金と労働時間に関す

る法律であります。州内の商業や州の境界を越えて行なわれ

る商品の交換に関して全国的に施行される法律であります。

そしてもちろん交換の方法や政府のこれら施策の実施は、あ

る地域では異なりますが、政府全体を通しては公務員の仕事
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とされております。輸送や商品の交換、商品の輸出入は、一

国内の各地域はもとより、他の諸国にも関係しているもので

あります。我々は、輸送や通信の手段が変わり、進歩するに

つれ、また国民や政府間の相互理解が改善されるにつれて、

我々の州内の我々の国内の、そしてまた世界の諸国内に訟け

る地域経済格差の解消はよ夕促進されるものと思います。

　最後に、我々は日本の知事各位が米国へ来訪されるのを楽し

みにしておりますが、日本の知事各位が米国滞在中、我々は

より多くのものを詳細にわたつて御自身の目で、あるいは我

々が日本の旅行中いただいたような参考用の小冊子やパンフ

レツトでもつて、アメリカ合衆国の地域経済格差とその均衡

化の問題について、より十分なご説明とご理解を得られるよ

うお手伝いできるものと存じます。御静聴を感謝します。

（拍　手）
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B・意見発表

　｛11　プライアント知事（フロリダ州）

　　　紳士諸君、地域格差の是正するための努力に関係する問

　　題の一つに、採算のとれない企業を不本意ながら維持する

　　問題があります。私自身のフロリダ州は南北一千マイルに

　　わたつて工・りますが、フロリダ州では地域にお・いて、経済

　　によ・いて、住民の所得において、大きな格差がありますが、

　　我々には十分な教育の機会に加えて入口の適正な移動が達

　　成できれば、入口それ自身が経済格差を解消するものだと

　　いうことを発見致しました。　　　　　　　　　　．

　　　一例を申しますと、私の州の北部では、経済はおもに主

　　要殻物を産する小作農に依存しておりまして、これは個入

　　にとつて非常に低い所得にしかなりません。フロリダ州の

　　他の地域は、より工業化され、都市化されて工・りまして、

　　所得水準は高いのでありますが、我々は低所得地域に工・い

　　ては、十分な教育の機会が与えられれば、青年は教育を受

　　るにっれその地を去る傾向がある一方、両親の農地と土地

　　をよりよい目的のために転向させる傾向もあります。私は、

　　一例をあげて申しますと、質のよくないトウモロコシや綿

　　やタバコを産する農場を、より少ない入手で足りるパイナ

　　ツプルの裁培に切り替えれば、より少ない資本投資で、多

　　くの反当収量をあげることができると思うのであります。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　も　　ツ　　ほかの例でいいますと、一頭か二頭のらばと家族労働だけ

　　で農業を営む農家では、自分一人が食べていけるだけの所
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得さえ得られないため、子供たちは農村から去つてしまうの

であります。大規模農業経営者がこの土地を買収し、これを

牧草地に．転換するでありま　よう。牛やその他の家畜がこ

こで飼育され、反当収量と一人当たりの所得はか左り向上す

るであ1りましよう。

　ですから、私が御忠告申し上げたいのは、我々が政府の援

助で経済格差を是正するためにあたつては、我々は採算のと

れない事業に補助をしな’いよう注意したい、ということであ

ります。アンダーソン知事（カンサス州）が簡単妃ふれたよ

う姥一そして私は大変重要なことと存ずるのでありますが一

我々の努力はいわゆるテネシー流域治水開発管理局（TVA）

によつてしばしば代表されるのでありまして、これは低所得

地域に動力施設や水利施詩を開発3るため、多額の投資をす

ることであつて、とれによつて、地方の個々の住民は単侯低

所得施設に補助する代わりに、よりよい種類の産業と、より

よv、所得を生む経済に転換することができるのであります。

　私は、日本では利用する土地が少ないことから起こる大き

な問題がおありのことを、またしたがつて職業の流動性が達

成できないことを理解しましたが、もし我々が個入の自由を

保持しようとするならば、一これが我々すべてのめざす目的

であカますが一我々は個人を経済的に援助し、また個人が自

分とその財産に最も適したものを経済的に活用するヒとを許

すよう取り図らはなければならないと思うのであります．，

　（拍　手）
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②　マクニコルズ知事（コロラド州）

　　議長閣下、私は貴国の産業開発計画に対する計画性と先

　見性に深く感銘をうけたことを申し上げたい。我々西部の

　ものは過去何年間にもわたつていくつかの重大な問題に直

　面してきました。我々は、一つの型の事業だけしか行なえ

　ない地域では非常に貧弱な計画しかできないことを発見し、

　数年前から多角的な経済計画に着手しました。合衆国も他

　の地域でも同じ事態を経験して工・ります。たとえば、高度

　に工業化されたニユーイングランド地方（北部大西洋岸十

　三州）は、技術の進歩とオートメーシヨンが同地方にはい

　つてくると、繊維工業に問題が起こり、繊維工業は大部分

，　が輸送問題のために資源に近い地方に移動しつつあります。

　我々は西部地方で多目的経済を開発するための計画に大き

　な努力を払つてきました。

　　西部にお・ける我々の経済は大部分が初期の時代に始めら

　れ、人々は鉱物を探し求め、ゴールドラツシユが到来しま

　した。人々には合衆国の西の部分にやつて来だし、そのた

　め我々の当時の経済は鉱物経済でした。そしてすぺての人

　は、鉱物産業には繁栄のピーク時と下落時があり、その下

　落状態に立ち至ると、不景気になることを知つております。

　ですから、地方住民の経済を支えるためには何か他の型の

　産業や他の型の事業を持たなければ左りません。そこで我

　々は次第に羊や牛を飼育する家畜経済に移行してまいりま

　して、その家畜経済は標高の高いしかも本質的に乾燥した

　　　　　　　　　　　　　一胃5－　　一



土地に順応してまいりました。この西部の全地域はとの乾

燥という病気にのろわれてお・りまして、このように水は西．

部にお・ける生命の血でます。そうしてこれらの大山脈、た’

とえばロツキー山脈地帯の大高原は多量の水をはき出して

お・ります。

　我々のコロラド州は、我々の河川から流れ出る水でネバ

ダ、アリゾナエ・よびカリフオルニア三州の水の72％を供

給してお吻ます。また我々はワイオミング、ユタおよ　び

ニユーメキシコ三州の水の90％を供給して齢ります。で

すから、それらの水資源の開発は我々にとつて非常に重要

であります。山を越えて家庭用お・よび工業用に水を移動さ

せることは非常に費用がかかるのでありますが、もし西部

ととれらの諸州が物事の性質上、経済的地位を確保したい

ならば、これは非常に必要なことであります。そこで我々

は多くの時間を資源開発計画に注ぎ込み、鉱物と名のつく

もの、その他我々の経済圏に影響を与えるさまざまなもの、

すべての資源の財産目路をつくつて工・ります。我々は家畜

経済と鉱物経済だけでは十分でないことを知りました。そ

のわけは、家畜の値段が下がつたり、また干害その他いろ

いろなととがあつた場合、経済全体がくずれてしまうから

です。そういうわけで我々は、我々の経済を今後多角化す

ることに着手したのであります。そして私はとの日本に来

て非常に生まれ故郷忙いるような気がするのであります⇔

というのはコロラ．ド州の大部分の土地が我々が今日ヒとに
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いる地方と非常に似かよつているからであります。

　我々は自分の州を工業化しようとしており、そのための

計画をたてました。その意味で、観光事業も非常に重要と

なり、我々は湖を開発し、レクリエーシヨン地区といたし

ました。そしてそこではべこれらのすぐれた自然の景観を

もたない地方の入々がとこに来て、我々の湖で憩うととが

できるのであります。大スキー場やボート業はすべて非常

に重要な産業となり、これには幾百万ドルもの資本が投下

されてお・ります。

　我々はまた産業面で堪能になりたいと望んでまいりまし

た。そこで我々は何年間にもわたつてどうしたらこれがで

きる’かについて計画を練つてまいりました。もちろん根本

的なことは動力源を持たなければならないということであ

りました。産業は動力を必要とするので、我々は水力発電

をしなければなりませんでした。こういうわけで、これら

の根本的な河川流域開発計画の進展に伴つて、我々には工

業化しつつあります。我々はあまり重工業はもつていませ

んが、総合大学や単科大学に資本を投下することにしまし

た。ここではさまざまな種類の職業的、技術的研究施設が

利用でき、また高い研究費を支払うととができないととろ

にすれば、こと）ことは工業が寄つて来るのを刺激し、自然

に工業が定着するのであります。我々は自分の州に職業教

育を整備することをむしろ怠つてきました。私は職業教育、

すなわち種々あ職業学校がきわめて重要であり、職業教育
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にもつと重点が置かれ左ければならないと感じます。農業

地帯の人口が少なくなる妃つれ、これらの人口はこれらの

技術、商業学校に集まり、新しい進歩した技術の使い方に

堪能になれるのであります。

　プライアント知事がいいましたように・我々はまた・採

算のとれない産業や事業を維持しようとすることがむしろ

無駄なゼスチヤーであることに気がつきました。産業を起

こすには十分な計画と調査が必要であります。また地方政

府ばかりでなく連邦政府との協力が大いに必要であります。

我々は、州政府と連邦政府がこれらの計画策定にあたつて

我々を助け、私企業に役に立つ情報の収集、蓄積、或は私

企業の再調整を試み、あるいは成功の見込みがあり、採算

に合うだろうところの産業を確立することができる分野が

あるということを発見しました。

　我々は日本のみなさんも同じだと私は確信致しますが、

私企業の制度を保持することを望んでおります。我々は国

民に教育を授けるためには、税金と収入がなければならな

いことを知つております。我々は、個人がこの重荷を負う

だけ，でなくして大会社も、アンダーソン知事がいつたよう

に、教育の分野に有意義な貢献をしなければならないと感

ずるのであります。なぜならば、工業は大きな公立、私立

の学校からすべての技術者、職業人を得ており、またもし

この自由企業の組織を動かす高い教育を受けた、資格のあ

る人々をたくわえてお・くところがなければ、その企業は弱
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体化化し、つぶれてしまうからであります・もし我々が自

由企業体制を是とするならぱこれらの教育をうけた技術

と教育のある人々の恩恵を受ける大企業は・それらが受け

た恩恵に比例して重荷の分け前を支払うべきであります。

　この意味で、あなたがたのなさつてお・られるこの計画は

私にとつて大きな興味があります。私がコロラド州の知事’

にな陵してからの六年間にエ・いて・私は基本的な計画・

あなたがたのいわれる・産業鑓の確立冒・に莫大な時間

間と費用をつぎ込んできました。この基本計画がなく、ま

た他の地域が何をしているかを知らないときは・私はいく

つかの州に職員を派遣して、それらの州が何をしているか、

またそれをどのようにやつているかを発見して・我々は連

邦政府やほかのだれからも、いかなる鱒の類型化や鱒

をも受けずに全体計画をつくるのであります・我々は自分

自身の開発と繁栄の水準を探求しなければな共せん・し

かしこれをするには、このような利・なや肪が要求され

ますし、また私はたしかに今日ここで多くを学びました。

ありがとうござ∨ギました。

｛3｝　安孫子山形県知事

　　只今、小畑秋田県知事から報告がありましたが・これに

　関しまして、若干の質問をして見たいと存じます。

　　日本に茄・げるA，・，・地区のうち・大体北髄・東北
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地区、日本海に面した地方、九州の南部、四国の南部とい

うところが、先程報告のあクましたC地区であります。

　そこで・大都市に入口が集中いたしますのは、そういうも

方面の地区から、どしどし入が出て行く訳であカますが、

入口の移動状況を見ますと、約六年前の調査では、人口の

減少いたした県は7県程でありました。それが昨年の調査

では、入口の減少いたした県は27県ぐらい妃なつており

ます。このように入口の都市集中化が、ここ五、六年の間

に非常に顕著妃なつています。

　そのため、先程お・話しが出ましたように過大都市の問題

や、それから地方の農業面から申しますと、人口が流出い

たしますれば、経営規模が広がることに左る訳であります

が、若い連中が皆出ることになりますので、農業従事者が

女子や老年者であるという傾向πなつて来ております。

このことは勢い農業生産面にも悪影響が有るという悩みを

持つている訳であります。我々といたしましては、これは

どうしても解決をいたさなければならない大きな問題であ

ると存ずるものであります。

　勿論、米国の場合には、非常に地域が大きいのでありま

すから、日本の場合と殆んど趣が違うといわれていますが、

資料によりますと、米国でも州間の住民の所得の開きとい

うものが大体100に対して5・位となつてお・ります。日

本の場合は100に対して50であります。そこで日本の

場合は、地域間の所得の差というものが問題佗なつて工・り
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ます。

　米国知事のお話しを承わると、米国ではそれ程問題にな

っていないように理解出来る訳でありますが・米国では・

そのことが相当問題になつているものであるかどうか、ま

た日本程に痛切なものであるかどうかについて工・質ねした

いと存じます。

　それから入口の州聞の移動、いわゆる都市に対する人口

の過度集中といつたものが、全体の経済の発展というもの

から見ますと、決して適当なことではないと思うのであり

ますが、そういつたものの議論が出ているかどうかにっい

て、またそ’黷�翌ｷるような鰍の政齢・・統一的匠行

なわれているかどうかのついても、お・伺いいたしたいと存

じます。

b

（4｝　アンダーソン知事（カンサス州）

　　我々は合衆国に工・いて、農村地帯から都市への人口の変

一化に関する限い真にかな・りの問題を持つてエ’り・これは

恐らく一都市から他の都市への，人々の動きの問題以上のも、

　のでありましよう．農村地帯から都市への入口の動きの程

　度にっいて少々申し上げましよう。一世代昔には、アメリ

　カでは＿人の農業労務者は食糧を自分自身のためと他に約

　＋人分のものを生産してお質した・そして今日のアメリ

　カにおいては、機械化と農業技術の発達忙よつて一農業労
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務者は自分自身の分と他に四十人から五十人分の食糧を生

産してお・ります。そういうわけで人口は必然的に都市に移

動せざるを得なくなります。そしてアメリカにおける諸都’

市は過去一世代で急激に膨張し、また都市間お・よび州間の

人口の動きは顕著であカました。ζれは入口に比例して選

ばれる・国の議会にお・ける議席数によつても多分現われてお

りましよう。というのは我々は国会においては十年毎に、

国勢調査に基づいて、下院i議員の数をその州の人口にょっ

て変えなければならないからであります。私の．州では今年

は下院議員の議席を一つ失い、また他の多くの州も議席を

失いましたが、その他の州では一人ないし十五入の下院議

員の議席が追加されました。，

　定年に達した入妃よる州における人口の動きはかなりあ

共したrというのは・彼らは一生の仕事を終えると、生

活を楽しむところへ移りたいと望み、その結果、ブライア

ント知事のフロリダ州は、気候が一年中多くの人々の意に

適うので、人口が激増しています。他の州で人口がふえて

いるのは、ただ私企業からの年金や、生涯ためた自分の貯

金や、政府の社会保障制度による社会保障年金などで生計

をたてている退職者が一共同社会内妃ふえるという事実の

ためであ！ります。

　大都市がこのようにふくれると、それは政府の問題とな

ります。交通の激増に対処するため道路がっくられなけれ

ばなカませんし、またもちろん、一地域での大勢の人々を
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収容するための学校を新しくつくり、そのあとまた人口が

減れば、その学校は不必要となク、さらに彼らが移動すれ

ば、また他の地区に学校をつくらなければならないわけで

あります。

　我々は、過去数日間にいくつか拝見しましたよう妃、日

本でお持ちになつているのと同じ問題をアメリカでも持つ

てお・ります。

旧　ブライァント知事（フロリダ州）

　　これまでに誰からもお話がありませんでしたが、重要な

　入口の動きの一例をお話したい。

　　それは貧しい教育のない人々の都市中央部への移動と、

　よく教育を受けた入々の郊外への移動であります。これは

　都市妃工・ける開発と社会的な援助計画を必要としています。

　というのは、都市ははじめから都市計画をもつてふ・らず、

　また税源がないからであります。

　貧しい人々が市の中央部へ移つてくると、財産の価値が

　下落します。そとの人々と企業は相応の税金が払えないう

　えに、更生、医療老人への補助、扶養家族への援助に対す

　る要請がだんだん大きくなります。またもちろん、ζんど

　は郊外へ出る人々が市内へ昼間は働きにやつて来、夜はま

　た戻るというわけで、交通問題が起こつてきます。我々は

　日本のようなよくできた鉄道綱を持つておりません。ほと
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んどの人々は自動車で動き、このため道路と駐車場の建設

という大へんな問題が起こつできます。我々が見出すこと

のできただy一つの本当の解決策は一そしてそれはいまだ

完全なものではありませんが　一教育であります。すなわ

ち、市の中央部にはいつてくるこれらの貧しい人々に教育

の機会を与え、新しい職業を訓し、よりよい賃金の機会を

与える産業の開拓を促進することが、私が我が国で見出し

たほぼ唯一の長期的解決策なのであります。というのは、

我々は彼らを他に追い出すことを強いることができないか

らであります。そして我々は彼らが低所得階級であるこ＿と

を続けてもらいたくないし、したがつて我々はただ単に彼

らが自分自身でよりよい仕事につけるように彼らの教育を

改善しなければ左らないのであります。

、

　｛6）　マクニコルズ知事（コロラド州）

　　　亡こで一言申し上げたい。我々は非常に特殊な事情妃あり

　　ます。たとえば、我々の州の一地域にはここと全く同じよう

，　な山岳地域陀ありながら・莫大な資源をもつ地域があり

　　ます。同地方は泥板岩の中にしみ込んだ石油が異様なほど

　　産出します。いまではこの州の一地方にある泥板岩の鉱床

　　に含まれる石油は、もし採算がとれて開発されうるならぱ、

　　現在の石油消費率でいけば合衆国を百年間保たせるに十分

　　な量があるのでありまナ。問題はもちろん、液体の石油に
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なる液体の量と、非常に割の合わない鉱山への投機の問題

でありますが、この地方は非常に人口が稀薄であります。

我々はその時期がいつかわかりませんが、いつか、しかし

すぐであるζとを望みますが、我々は泥板岩から右油をと

り出すこと妃ついて多くの調査をいたしました。そして遠

い将来、そこに一つの共同社会をつくることを計画してお・

ります。我々はいつかその地方が二十五万から五十万の人

口をかかえる．ようになることを予想してお’ります。そこで

我々はすでに或る区画をつくり、遠い将来のための区域の

位置づけ、工業地帯、交通施設などを予定しています。と

いうのは、もしあまり長い間待ちすぎると、道路用地の取

得、公園やレクリエーシヨン用の土地の取得が高価になり

すぎ、ついにはそれが達成でき友くなることがわかつたか

らであります。しかし私は、我々が行なつているこの計画

が我々にとつてものすごく重要なことであると思つている

のであります。

　我々は工業を誘致しようとして刹ます・我々はアメリ

カにお・いてこれについて競争しております。我々は国民が

よい気候を好むことを知つています。人々はその家族や子

供を連れて行くためのよいレクリエーシヨン施設がある、

きれいな楽しい場所に住みたいと望んでいます。彼らはよ

い学校を慾します。彼らはたしかに税金面で優遇措置を慾

しています。しかしながら彼らはいつも税金面での借置に

はあま順心をもつておりません．これだけが最も重要な
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ものとはいえません。彼らが真に興味をもつているものに

ついてのリストのおよそ第十八番目に工業の再配置があつ

たことを私は知つております。彼らは市場に近いところに

いることを望みます。勿論これが大へん大切であります。

交通一これはそこでどうやつて得られるだろうか。それは

経済的であるか。生産品を積み出すには、市場が近くにあ

るか。彼らは清い労働関係を望んで訟ります。彼らは労働

関係が友好的、かつ生産的に選ばれるよう長期保障を慾し

ております。

　ところで、これらのすべてのことは考えられなければな

りませんが、私は慎重な計画によつて住民の集団移住は行

なえると思つて工・ります。これはもし政府がその問題を今

日、明日の問題としてでなく、我々のあとに来る将来の世

代のための問題として解決しようというほど先見性があれ

ば、の話ですが……。例えば、もし連邦政府が州政府と協

力して、合衆国のすぺての州をつなぐ州間道路の道路用地

を獲得していたら、また政府が二十年前に百フィート、二

百フィート、三百フィートの道路用地を獲得するほど先見

的であつたなら、我々は五百十億ドルにのぼる州間道路十

力年計画の予算を異様左ほど削減できたでありましよう。

そのわけは、これらの道路用地の獲得が主要な費用であり、

むしろ道路建設費の方が安いからであります。

　こういうわけで、必ずしもあまり一般的には知られては

いませんが、米国知事会や政府当局者が養わなければなら
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ない先見性は、この種のものであります。私はそれに気が

ついたのであります。

D

b

m　柴田千葉県知事

　　我から質問を申上げたいのは、公共的事業の整備、建設

　ということについてであります。

　　日本の経済は相当のスピードで発展して為り、また工業

　方面への躍進が行なわれております。従いまして、住民の

　幸福を増進するという事からいたしまして・公共的な施設

　を整備強化することは、非常に大事なことであります。

　　すなわち、道路、港湾、住宅或いは農業改善のための土

　地改良または社会福祉的ないろいろな公共的施設を増やし

　ていくということが、日本では大きな問題になつておりま

す。

　これらの施設について、日本では、米国にくらべると、

まだまだ遅れでいるのではないかといわれ・重要な問題に

左つております。例えば、道路について申述べますと、日

本全国に15万㎞の国道、県道があります・東京・神奈川

は割合道路が良い方でありますが、全国の状況から見ます

と、道路15万㎞の・ちで舗装されているところは14％

ぐらいしかありません．残りはジヤリ道であります・その

他、住宅、港湾にしても、相当おくれて詞ますので・大

いにやらなければ紗ませんが、この公共的施設の整備に
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ついて、現在の日本のやり方は次の通りであります。

　公共的施設妃ついては、中央政府が大きなプランを樹立

し、その一部は国で直接行ないますが、大部分は府県で行“”

左うことに左つてお・り、国の方から6割～7割の補助金を

出すことになつております。そして府県の方では大体5割

～4割を負担し、国と府県が共同して、公共事業を進めて

いる訳であります。ところが、この予算も充分でありませ

んので、各府県が奪いあうという、といつては語弊があり

ますが、そういう状況であります。

　そこで府県の方では、政府だけのプランでは足らないの

で、府県自身の資金で公共施設を相当やらなければならな

いという事になります。先程申述べましたように、我々は、

この遅れを取戻すために、府県だけの力でやりたいと非常

に努力をいたしておりますが、実際の状況を見ますと、こ

れは大変困難なことであ．ります。

　1960年におきましては、これらの公共的施設を、府

県に工・いて4，000億円（15億＄）やつて工・りますが、

そのうち8割というものは、国の補助事業であって、国の

許可、認可を得てやつておるのであります。府県が独自の

立場でやつている事業は、そのうちで2割位しかないとい

う事は、府県の財政力が弱いという事であカます。

　われわれは、府県単独の産業開発なり、或いは県民の幸

福のために、やりたい公共的施設が沢山ありますが、財政

力が弱いので、総事業量の8割は国に依存するという事に
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（



左力、結果的には、国に対する依存度が非常に大き’い訳で’

あカます。　　　　　　　　．

　私が調査した資料によクますと、米国では1959年に

連邦政府から州政府に対し、大体60億＄（’ Q兆億円）が

出されているようであカます。とれらの金は、お・そらく公

共的施設に投入されるのでありませうが、その外に州プロ

パーでやっておられる仕事は、どの程度あるかにっいて知

りたい訳であります。

　っまると．ころ、我々としては、国に依存する度合を少左

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　シヤへがヤヰくして、府県の仕事を増やしたいと思つておりますが、金

が無いため充分に出来ないという実情にあります。米国に

おいては、これらの点がどうなつているかについて、その

実情をお伺いいたしたいと存じます。

ら

｛8｝　ローレ’ンス知事（ペンシルベニア州）

　　連邦政府の金を州に分配する問題については、それぞれ

　の問題によづて異なつております。勿論いろいろな州の行

　政機構によるところが大きいのですが、概して各州は連邦

　政府の金をとるととに積極的であります。非常に積極的な

　州政府は、自分の特定の州を助けようと、非常にしばしば

　ワシントンに・やつてくるでありましよう．しかしζζでさ

　きκアンダーソン知事が述べましたように、例えば、州間

　道路計画については、そして州間道路とは連邦政府が建設
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する一つの州から他の州へ通ずる道路でありますが、連邦

政府が90％、州政府が10％を負担しておりまず○また

州内道路の場合は連邦政府が50％の率で負担しますが、

勿論この金の大部分は税金が還元されたものであります。

私は同じ問題が太平洋の両岸、即ち日本と，米国双方にある

と思います。我々は連邦政府、州政府を持ち、州の中には

さらに郡政府や地方の下部機構及び市を持つていますが、

とれらはそれぞれ納税者に税金を課して工・ります。

　そして我々は合衆国で委員会を設けて、この税金の問題

を研究し、税金の徴収区分を明確妃しようといろいろ努力

をして工・りますが、まだ完全な解決策が見出されてお・りま

せん。我々はいつの日かソロモンのような大賢入が現われ

て、　もつと干等’な税の傲収鍵分痴決始スあ乙種の公式在が

してくれることを期待してWます。しヵ1し、我々の国は東

岸から西岸へかけて、またメキシコからカナダまで三千マ

イルにわたる広大な国でありますので、それぞれの地方で

違った問題があるわけでありまして、私は日本でも確かに

同じ問題がおありのことと思います。しかし、積極的で手

腕のある州政府が通例1積極的でない同僚の州より、かな

り連邦政府から金をとることに私は気づいています。古い

諺にあるように「ほえる犬が骨を得る」というわけであり

ます。従って私は日本における多くの問題においても‘各

県知事の積極的な指導力が最後に獲得する結果妃大きな関

係を持っものと感じて工・ります。
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　　　⑨　カーベル知事（デラウエア州）

　　　　　議長閣下および同僚の知事諸君・発言の機会を・与えられ

　　　　有難度うございます。

　　　　　私にはこの問題ととの議論が、道路の重要性をめぐつて

　　　　展開して込るよ．うに思われます．合衆国では道路の開発が

　　　　経済を成功させる大きな要因の一つであつたととは議論の

　　　　余地がありません。我々の道路開発は多岐にわたつており

　　　　まして、州は州道を建設するばかりでなく、小さな農道、

D　町から町を結ぶ紡道ほれ吐酬離は大き樋行料

　　　　金徴収所をも建設いたします。たとえばローレンス知事の

　　　　ペンシルベニァ州では、ペソシルベニア通行料金徴収所を

　　　　持つており、これはニユーヨークからシカゴへ通ずる道路

　　　　糸統の一部分をなしております。そしてその道路系統の

　　　　一部分は恐らくメイン州のどこかを起点とし、ニユーイン

　　　　グランド地方をはじめ、ニユーヨーク州、ペンシルベニア

　　　　州いオハイオ州、インデアナ州を経てシカゴへ達しており

　　　　ます。この通行料金徴収所において、人々は道路の使用に

ら　応じて料金を支払いますが・彼らが一マイ順らという料

　　　　金を喜んで払う理由は、彼らがより速く旅ができ、かっよ

　　　　り安全に旅行ができるためでありますd，

　　　　　これらの通行料金徴収所は、公債を発行することによつ

　　　　て発達したものであります。州はこの公債を保証しません

　　　　　　　ン　　　　が、これらの道路を使用する人々が、道路の建設費を二十

　　　　年から三十年の期間にわたつて払い戻すのであります。
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私の意見としましては、国を通ずるよい道路の建設は、我

々の繁栄の大きな要因の一つであり、それ“は我々を互いに

より緊密にするのを助長し、また旅行を奨励し、自動車の

使用を促進すると思うのであります。そしてζれはそれ自

身、自動車工業という人類の歴史のうちで真に偉大な産業

の→つを、もたらしたのであります。でありますから、日

本の国民にとカまして、国全体の経済を助長するために、

この種の建設の将来計画をたてることは、素晴らしい方向

づけとなるだろうと私妃は思われます。

口d　アンダーソン知箏（カンサス州）

　　そのうえ、私が指摘いたしたいことは、州聞道路の一時

　的ないし短期的計画κ対しては、州政府がその費用を負担

　し、また米国では国道に指定された道路の建設の長期計画

　に対しては、連邦政府は年々50％の補助をするという相

　違であります。そしてこの費用は、石油製品の取り引きに
　　　　　　　　　　　　　　　き
　課せられるガソリン税からまかなわれ、このガソリン税は

　中央政府が徴収し、これを州に還元したものであります。

　　そレてひとたび、ζのような計画が統一的、長期的基準

　ぞたてられ、実施されると、それは州にとつて、また恐ら

　《日本の県にとつても、コロラド州知事（マクニコルズ氏）

　がいわれたように、技術者妃よつて扱われる長期計画を開

　発する上で、大きな助けとなるのであります。

　　　　　　　　　　－52一
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　　　⑪　マクニコルズ知事（コロラド州）

　　　　　もう一言いわせていただきたい。私は連邦政府が合衆国

　　　’において非常に多くの計画妃関与しているという誤まった

　　　　印象を、お持ちになつたあではないか、というζとを恐れ

　　　　るのであります。私は恒久的な資本を要する事業に関する

　　　　限り、それの大部分は地方政府、即ち市政府、郡政府ない

　　　　し州政府が行なつていると思うのであります。合衆国全土

　　　　にわたつて一般的に使われている一つの方法は、公債発行

　　　　と呼ばれるものであります。地方団体、即ち市や．特定の下

　　　　部団体は、みずから公債を発行し、私企業から資金を借り

　　　　受けるのであります。そしてその公債は、その特定の地区

　　　　の不動産にかかる税金によつて償還されるのであります。

　　　　公債による資金は例えば、病院の建設や下水道施設その他

　　　　地方の施設を建設する費用に充当されるのであります。

　　　　そしてそれらの公債が償還されたときに、勿論その施設は

　　　　その地方団体の所有となるのであります。これが合衆国全

　　　　土にわたつて広く一般に使われている方法でありますが、

　　　　私は大部分の地方政府が地方税と地方税と地方のやり繰りD
　　　　によつて自分自身の事業費の大部分をまかなっていると思

　　　　うのでありますo

⑫　内山議長発言

　　私から一言申上げます。

　今皆様がおられますヒの土地は・仙石原と申します。この土地は・
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10年前には人跡未踏の高原地帯でありました。その理由

は、飲む水が無かつたからであります。そこで私どもは、

戦争後にとの地帯をどう開発するかについて、懸賞論文を馳

つのつた事があります。その時以来、この地帯を開発する

ことについて、水の問題を解決したのであります。

　皆様御存知のように芦の湖という大きな湖がありますが、

この湖の水は、静岡県という隣の県の農業のために使う、

昔からの水であ夕ます。この湖は、神奈川県にあるのであ

握すが、神奈川県では使・亡とが出来ません．大変不思4

議なことであります。

　そこで我々は止むを得ず、あの湖から直接水を取らない

で、この近くの地下を堀りまして、～二こから水を取りまし

た。それが成功いたしましたので、水道管を山にあげ、山

の上から水をくばると、との地帯へは全部π水が流れるの

であります。

　この地下は火山の中妃ありますから、地下は非常に熱が』

ありまして、この1 oてくる水を火山の熱であたためますと、

皆様のおは入りになりました、あの温泉が出来るのであり
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（
ま’す。

　その結果は、最近五年ばかりゐ間にこの地帯が発展する

ようになり、東京からも大変な入が入つて参り、思はずし

て道路が出来、住宅が出来、或いはゴルフ倶楽部が出来て

非常に発展しております。まつたく7，8年の間に、ζの

草原地帯がこのように発展したのであります。

　　　　　　　　　占54一



　箱根の町は広いところでありますが、ほんとうに発展す

るのは、仙石原であります。まだ家はい《らでも出来る訳

でありますから、ここならアメリカの皆様が工・い出になり

ましても、いつでも場所があカます。

　我々は、この向うの方に国際会議場というものを建設し

ようという運動をしております。それは箱根に集まつて来

る人が、何時でも会議を開いていいような大きな会議場を

建設したいと思つているのであります。

　このように水、道路、電気があれば、どんな地帯でも発

展するのでありますから、このことを一つの良い事例とし

て御報告申上げます。

、

⑬　ローレンス知事（ペンシルベニア州）

　　紳士淑女諸君、いまあなたがたがお聞きになつたものは

　アメリカのラジオ・テレビ界で一般的にすぐれたコマーシ

　ャルと呼ばれるものであります。
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ω、安孫子山形県知事
　　　　　　　　　　　　　　　　　　げ　　米国κおける農業従事者κついて質問申上げます．現在

　工業が非常に伸びて論り、そのため工業従事者と農業従事

　者との間に、非常に所得の差がありますが、貴国に●いて

　は、農業の生産性が高いから、農業者の不満の空気はない

　と思いますが、そのようなピとがあるカ・・どうかについて

　登伺いします．日本の農業都は・非常に不満の声が鋤

　ます⇔

‘「

個ギユブラツド知事けウスダ・タ州）

　　まあ恐らく、いくらかはあるといえましよう。しかし私

　は知事になるまで農業に従事していましたので・いまだに

　農業にはかなりの関心を持つてお・ります。これは議論の余

　地がある発言だと思いますが、農業に従事することは・金

　銭の問題を別にして、他にいくつか層の代償があるといえま

　しよう．私は農業に従事することは楽しい生活を送る素晴

　らしい方法だと思います6

　　私は二人の子供㈱つて剖⇔・我・はすべて自分

　の子供たちがよい生活を送つてくれることを望んでいます

　い私は間もなく子供たちが他の職業でなく農業に従射

　るのを見たいと思つています・しかし農業はわが国⇔い

　ては変革しつつあい恐らく更に変わるだろうと思います

　が、我。が記憶し⇔かなぱばならない基本的事実の一

＝57一
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つは、我。のすべての計画の中κ帥て採算の合わな繭業

を続けてはならないということであると思いま㌔我帽に

帥て農業の大問題の一つは、恐らく耕やす農地が非常κ多

くあり、年噛耕のためには少数の人々しか必要でなく勧・

また利益を得て農業に従事できる人々が段々減つてきている

ということであります。アメリカでも日本でも同じだと思い

ますが、問題は農業の分野から離職した人々を他の経済の分

野で吸収しなければならないという己とですカ㌔現在のアメ

リカに登ける限り、貴殿のいわれた農業従事者と他の職業人

との間の憎悪というものは、私は断固として『ない』といえ

ます。その理由は我が国では、またそれは貴国でも同様だと

だと信じますが、私が農夫となつたのは、そうならなければ

ならなかつたためでしたが、私は農夫となることを選びまし

た。そしてそれは我々が計画などをたてるとき、いつも考え

なければならない基本的なことの一つであり、また人が自分

の望む地位につくのはその人がそ乙にいることが最も似つか

わしく、まただれがみても彼が最善を尽すだろうと思うから

であつて、我々は”適者生存’というζの基本法則から逃れ・

られないのであ夕ます。そしてもしあなたが人をその人にふ

さわしい地位につければ・結局彼は生きのびるのであります。、

もつとも、彼は困難にぶつかりましようし・我々もすべてそ

うでありますが、しかし真に根本的なζとは我々がいかなる

計画をたてるにせよ、依然として自由人であるということで

あります．そこには貴国と我が国双方論よび両国国民の強さ

があるからであります。
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鵠　吉田富山県知事

　　本日の鑓は、地域格差拡大の方向の一つ’としての工業

化というととであ握すが・工業が進むにしたが叫日本

　では不良青少年の問題が重大になつております・

　　私の県は富山県と申しまして、日本海沿岸の真中程κあ

　カますが、最近非常に工業～化が進んで剖ます・ζの工業

　化とともに、青少年の不良化の問題が増えてお夕ます。

　　大体日本に●ける工業都市では、米国で見られますビ←

　ト族や或いはニユーヨークで見ましたとζろの徒党をくむ

　非行青少年が非常に増えています。しかし、貴国κござい

　ますようなモノニユークリオンス（皿・n。nUW・W・i。・i・のど

　がいたむ奇病）というような青少年の病気はありません。

　　ζれが青少年対策κつきましては、府県も市町村も悩で　　，

　おります。米国では、例えば昨年フイ多デルフイアで見ま

　した青少年研修センターというようなものでw青少年の心

　理学的研究を中心にピいろいろζの問題と取りくんで・ら

　れますが、御出席の知事さんでwζうした対策を行なつた

　　とζろ’、ζのような効果があつたという、具体的な事例の

　青少年問題について津教え願いますれ瓜幸と存じます・

伎⑳’・・ン嘩（・・エス・・バージニア州｝

　　私は・エズ・∴・パ昌アからま吋まし泊竃・：ウエス

　い，・一ジエア州はアメリカの中で剖・さな州の一つで・

＝きρ・｝



二百万の人縦もつて助ます・我酬1垣ぱ蜘が多も、

D山は平均四千宏いし五千フィートの高さでありま参ぱ聲

D州は、・一つの州から分離した一つの、いや恐らく唯一渉

であります．我々はバージニア州の中におカましたカ㌔南

哉争のときバージニア州を分離し、　1865年に一つの独

した州κなりました。

残々の一人あたりの所得は低く、我々は収入を上げるため

苦労して●ります。我々の姉妹州のいくつかは、もちろん

々よ抄富裕であります。そういうわけで、我々は教育κ澗

を持つています。そうして私は宅の問題をとりあげ、これ

大都市にもあてはめて、アメリカで何が起ζりつつある〉か

知るζとができると思います。

1947年（昭和22年）に、小学校一年に入字し・た男女

童は我々の州では五万ないし五万六千人であつたζとに気

つきました。そして彼らが高等字校を卒業したとき，は、た

た二万一千人になつていました。このことはウエメト．パ

ジニア州では三万三千人以上が高校教育を受けていないこ

を意味しまず。しかも良い教育を受けていないことは、彼

が何も技術を身につけていないことになカます。そうい9

けで、　ウエスト・バージニアには雇傭されないものがおカまも

，とれらの若い男女の多くが何も9 ｵていないで、　青少年

犯罪問題を起していることを吾々は発見しました。

　　　　ぱ伐々は現在、資本を教育の分野につぎ込みつつあリベまた

少年に学校で教育を受打る機会を与えるとともに技術壷黛

　　　　　　　　　一．40㌻
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κっけ、雇用される萎撲糟援助ずる対策を見出すためκ努

力しているのであ力妻ず㎡我渇ぱ青少年犯罪があるどζろ

κは、少年、少女が職につかず、何もせずκ州や共同社会

内κとどまつているという事実が一般的にあることを発見

しました。それに加えて我々は、都市や村といつた共同社
　■

会κ出向いて、若い指導者をして青少年に話しかけるよう・

要請するばかりでなく、またライオンズ．クラブのような
　、

奉仕団体にいる教育者κ対しても、青少年が学校妬とどま

る1　を助けるため、いわゆる兄のような熊度をとるよう

要請しているのであり、ます。

　我々は目下のところ、連邦政府と州政府の援助によつて、

青少年κ技術を教えるため、資本を職業致育力分野に注ぎ

込んでいまナ。我々は現在、実験的にではありますが、十

六才ないし十七、十八才未満の未成年のうち普通教育を望

まないものに、職菜寧校κ入学させ、技術を習得すること

を義務制κすることを真剣に考慮中であります。私は我々

の大都市において、生活水準がよくなく、学校に行かない

少年二少女が、えてして所謂ギヤングの仲聞入りをしやす

く屡るのは真実だと思うのであ吻ます。多くの大都市は兄

のような態度をとり、直接家庭を訪問し、家族を助け、青

少年によりよい市民となるよう指導して論ります。私はす

べての大都市では、ζれらの問題に大きな関心がもたれて

いる反面、アメリカ国民全体としては、この問題を認識す

るζとは勿論、解決しようという意欲も持つていないよう

　　　　　　　　　　　一41一
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に思樋るのであ握すが、私は将来∴アメリカ国民の世

論を喚起させ、市や村や一共同社会の単位で教育者を助け、

また青少年を助けようという企業者κ協力するζとによつ　．

て我々は、ζの問題を解決したいと思つております・

⑬　内山議長発言

　　本日の議題κついて、，まだ御発言を希望される方もある

　と思いますが、予定の時刻が参夕ましたので・討議はζれ

　をもつて終了いたしたいと存じます。

　　しかし、ζの問題は、現下の重要議題でありますので・

皆様⇔かれて、今後酬検討描められ・必軽応じ今

　後の日米知事会議の議題といたしたいが、ご異議ございま

　せんか．　｛異議なく了承さる）

・亭42チ



5共同声明
　　内山議長より、　「米国知事から共同声明の提案がありまし

　たので、これを議題κ供したい」旨の発言があった．

レ

A　提案理由の説明

　（1）　ローレンス知事（ペンシルバニア州）

　　　議長閣下、ここに用意された共同声明を提案することは

　　私の名誉とするところであります．私は共同声明が参会し

　　た米国弁よび日本両国の知事各位κよつて満場一致で採択

　　されんことを望むものであります。私はζの共同声明を知

　　事各位に提案するにあたりまして、ζこκ大きな成果があ

　　がり、また年がたつにつれてますますこれが成果を拡大す

　　るための先駆とならんζとを切泥祈るものであります。と

　　くに両日にわたる会議で討議された問題κついては、●の

　　かのの知事会で時に応じて検討を続け、また我々がこζで

　　始めたことを日米両国知事会の緊密な連絡によつて生きた

　　ものにし続けるならば、その成果はますますあがることで

　　ありましよう．私はζの共同声明を提案いたします。

　　米国知事会事務局長クライフイールド君に朗読していただ

　　きます。クライフイールド君⇔

②　内山議長発言

　　只今の提案理由の説明に対し、ご異議ありませんか。　（

一4’5…



　異議なし）

　　では米国全国知事会事務局長をして、共同声明文を朗読

　させます。

（3｝　米国知事会事務局長、共同声明文を朗読す。

▽　クライフイールド氏（米国知事会事務局長）

　　内山議長閣下、東会長閣下、日本の知事代表諸氏殿。

　これが提案された両国知事共同声明の草案であります。

　　以下共同声明（別紙の通互）
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日本全国知事会を代箕ナる日本府県知事

及び米国全国知事会を代表する米国州知

事の共同声明

　　　　　　　　　　　　　　　箱根　箱根観光ホテル

　　　　　　　　　　　　　　　　　／962年4月！0日

　口本全国知事会及び米国全国知事会は／962年4月米国

知事による日本訪問及び同タ月日本知事による：＊国訪間を公式

に実施することとなつた。

　よつて・日本全国知事会及び米国全国知事会の代表者は、ノ

962年4月6日東京、同！0日箱根において合同会議を開き、

共通の諸問題を十分に且つ率直に討議し、行政手続を比較し、

行政運営上の諸経験を交換した．

　ここに集合した知事は、日本及び米国の知事の相互訪問によ

り今日までに実施された合同会議及び視察旅行を通じて、両国

のそれぞれの目標及び抱負の認識相互の理解及び友娠並び



に来詞産び；彗：にエ・ける行政の発達に貢献したことを謹信し，、ここ

れを表明することを決議する．

　とこに集合した知事は更に、相互訪問計画の完成は、両国にと

つてのみならず日本の都道府県及び米国の州にとつてもも非常に

有益であるとの信念を確認する。従つてわれわれは、この計画を

継続することとし、絶えざる意見の交換及び福察調査を行なう努

力を誓うものである。このことは、われわれの共通の諸問題の解

決を促進し、米国の各州と日本の都道府県との間の貿易及び文化

の交流を助長しく平和と民主主義の発展に寄与するであろう。

；



B　意見発表
　（1）　三浦宮城県知事（別紙の通り）
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　　　　　日米知事による箱根共同声明の案文に

　　　　　つき米国の知事より行なわれた提案説

　　　　　明に対する日本の知事による賛成演説

　　　　　　　　　37久！0　宮城県知事三浦義男

　ただ今米国知事会を代表して、　　　　　知事より共同声明に

ついての提案理由の説明を承わ夕ましたカS私はこの提案は真に

有意義なものと存じbここに賛成の意を表するものでありま尤

　われわれ日米の知事は、去る六日東京において又本日箱根にお

いて、二回に亘つて親しく膝を交えて会議をする機会を得たので

ありますカSこのように直接話すことこそ、相互に意思を通ずる

最もよい方法であることを痛感するものであります．この度の二

回に亘る会合によつて、われわれは親しく米国の州知事の風格に

接することを得ましたし㌔又米国州知事各位は日本の県知事につ

いて、その認識を得られたことと存ずるのであります．更に又相

互に地方行政に関し、如何なる問題を持ち如何に考えているかと

いうことについて、その一端を知ることを得たのであります．こ

のことは、両国における自治行政の発展に資し又友好を深めるこ

とになると確信致す次才であカます．



　よつてこの度の会合を、輝かしい歴史的矛一歩として、今後永

く継続されることにょって、その成果を完うすることを期待致し

たいと存じます。

　以上述ぺました理由によつて、提案通り、この共同声明が可決

されることを希望するものであります．

b



②　ソ＿ヤー知事（司ネバタ州）

　　内山議長閣下、日本の知事閣下およびアメリカの知事同僚

　諸君。提案されました日米知事共同声明κついて、私は単κ

　人類がどこに欝いても同胞であり、あなたがたの問題や望み

　や念願が、我々のそれときつと同じであるということを述べ

　たいと思います。もし我々が平和的共存を維持し・全世界の

　人々に楽しい生産的生活を与えるという共通の目的を達成し

　たいならば、我々の関心はあなたがたのそれと同’じでありま

　す。我々はあなたがたがたの活動力、相像力、戦後の短年月

　に・ける劇的進歩、なかんずく日本国民●よび自由世界の全

　人民の最高の利益に奉仕する深甚・真実の意欲κ、非常に感

　銘を受けました。ζの日米知事合同会議の開始はまζとκ立

　派であり、また我々両国κとつて丈きな深い意義をもつもの

　であります白ζこに参会したアメリカの知事ばかりで左く五

　十州の全知事●よびアメリカ国民はあげてこの一連の会議を

　開催するにあたつてとられたあなたがたの深い関心に対して

　非常κ感謝して●ります。

　　私は数分前、私の州ネバタ州と電話で話をしました。その

　中で私はネパタ州の新聞がζの旅行を非常にうまく、すばら

　しく取材してくれたζとを知りましたが、これはネバタ州ば

　かりでなく、合衆国全体についてもいえることだと確信して

　●ります。しかもその取材は批判的なものではなくwアメリ

巳ガ国民があなたがたのしているζと・また恐らくそれよ力少

　ない程度で、我々のしているζとに非常に興味をもつている

　ことを示すような性格のものでありました。そういう意味で’

　私があなたがた日本の知事各位に申し上げたいことは、ζの
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旅行が我々にとりまして広範囲に収獲の多いものであつたと

いうことであります。私は我々があなたがたの学ばれた以上

に学んだと信じて脊りますが、しかし我々が意思を通ずる道

を開いた限り・また我々がよき友人、よき隣人として語る限

り・我々は我々の国民に奉仕するそれぞれの地位に拾いて゜ m
我々のできうる最善を尽くしていると私は思えるのでありま’

す。したがつて私は原案どおり決議κ賛意を表したいと思う

ので．あります。

C 採　，決

内山議長発言

　本声明．’げ衷講惑必よ止κづ㌦　（異議なし）

　異議がありませんので、木声明びを原和餉輿蚕～富ナ．．

4．会議終了’　　　　　　　　　　　　　・　　’：

　内山議長よ力「以上を持ちまして、本日の議題は終了いたし

　まし吃6これより閉会式を行ないます。」
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5．閉　会式

　（1）　ローレンス知事（ペンシルベニア州）の挨拶

　　私は我々すべてのものが閉会の辞をかなり述べてしまつた

　　と思いますが、最後のことばとして、私はここでの会議で我

　　々・がいかに熱心であるかをいいたいのであります。我々は一

　　週間ばかり前に東京に到着いたしましたとき、私が空港で申

　　し述べたζとを思い出していただきたいのですが、我々は長

　　い飛行機旅行のあとで興奮し、疲れておりました。しかしい

　　まはそQ疲れもなお・砂ましたが、Cの会議自体ならびに乙の

　　特別な会議で達成された成果κついτいまだπ興奮1、大へ

　ん熱心Cwります。私は・みんながともに話し合いを続け惰

　　ともκ会合し、意見を交換し、彼らの直面するいろいろな問

　　題κついて●互いに助け合うならば、善のみがこのような交

　際から生まれうるのであると確信します。また私は我々が歴

　史をふり返少・また将来大いなる満足をもつてζこでの会議

　をふり返つて、これが一年ばかり前ハワイで考え出されたよ

　い計画であり、そして我々がζζに来て、真の成果を得て、

　それが将来何年間にもわたつて我々国民の平和と平安κ役立

　つだろうことを知つて論ります。

｛2）　東・全国知事会会長の挨拶（別紙の通り）

｛3｝　神奈川県知事　内山議長の閉会挨拶｛別紙の通り）
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